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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２６年３月１２日（水）午前９時５８分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後２時５２分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長
 森西　正 
 副委員長
 山崎雅数 
 委　　員
 福住礼子

委　　員
 村上英明 
 委　　員
 市来賢太郎
 委　　員
 増永和起 


１．欠席委員

なし　

１．説明のため出席した者

　　市　長　森山一正
 　副市長　小野吉孝

　　生活環境部長　杉本正彦
 
 


　　同部参事兼産業振興課長　鈴木康之　

　　自治振興課長　早川　茂
 
 
 同課長代理　中尾昌志

　　保健福祉部長　堤　守　　

　　高齢介護課長　石原幸一郎
 
 同課参事　川口敦子

　　障害福祉課長　吉田量治
 
 
 
国保年金課長　安田信吾

１．出席した議会事務局職員
事務局長　寺本敏彦
 同局書記　井上智之




１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２６年度摂津市一般会計予算所管分

議案第１０号　平成２５年度摂津市一般会計補正予算（第７号）所管分

議案第　６号　平成２６年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第３５号　摂津市立自動車駐車場条例の一部を改正する条例制定の件所管分

議案第３７号　摂津市犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例制定の件


議案第　３号　平成２６年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第１２号　平成２５年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）

議案第　８号　平成２６年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１５号　平成２５年度摂津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

議案第３４号　摂津市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３９号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第　７号　平成２６年度摂津市介護保険特別会計予算
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議案第１４号　平成２５年度摂津市介護保険特別会計補正予算（第３号）

議案第２９号　議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例等の一

部を改正する条例制定の件所管分

議案第３２号　摂津市立障害児童センター条例の一部を改正する条例制定の件


所管事項に関する事務調査について
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（午前９時５８分　開会）

○森西正委員長　おはようございます。

　ただいまから民生常任委員会を開会し

ます。

　本日の委員会記録署名委員は福住委員

を指名します。

　議案第６号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　おはようございます。

　それでは、質問させていただきます。

　パートタイマー等退職金共済特別会計

の予算書で、現在の利用事業者数と対象

となる方の人数はどれぐらいいらっしゃ

るのか等々の現在の状況についてお聞か

せください。よろしくお願いします。

○森西正委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　それでは、パー

トタイマー等退職金共済特別会計の現在

の状況についてご説明をさせていただき

ます。

　まず加入者につきましては、前年度に

比べまして、現在は１９８名と５名の減

となっております。また、退職者につき

ましては、全体的に申し上げますと、去

年度は５１名の方に対して給付をいたし

ました。しかしながら、長期在会の加入

者の方が定年等などにより退職されてい

る状況から今年度の２月末での状況は２

０人の退職者の給付となっております。

　また給付につきましては、２月末現在

で５５０万８，２０７円の給付を行って

おります。給付内容を申し上げますと、

最高の給付額は６８万５，８７９円、加

入年月にしますと２１年８か月の加入を

いただきました。また、最低の給付とし

ましては１万８，０００円、９か月の加

入をいただいております。平均としまし

てお一人２７万５，４１０円、加入月数

でいいますと９年６か月の加入をいただ

いた方に給付をしております。

　また事業所のほうは、現在、３６事業

所の加入をいただいておりまして、前年

度に比べて２業者の減となっております。

　また退職金制度は共済加入者の方から

お一人２，０００円の共済金をいただき

まして、積み立てをしております。

　積み立てにつきましては、２月末現在、

４，２９３万６，７２７円を積み立てて

おり、万が一、来月４月１日に全ての１

９８名の方が退職されましても、その給

付が１００％確保できるように予算を確

保しております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

す。

　加入者数や事業者数等の状況がわかり

ました。加入者の方が１９８名いらっしゃ

るということなんですけれども、その数

字について、適正というか、想定内なの

か、またもうちょっと本当だったら加入

してほしいと思っておられるのか、どう

考えておられるのか、教えていただきた

いのと、あと啓発運動について、どのよ

うにこういう事業をやっていますよとい

うふうに市民の方、また事業主の方等々

に伝えていってくださるのかというのを

教えていただきたいと思います。

○森西正委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　まず、現在の加

入者の状況でございます。

　長期制度がスタートしまして２９年に

なりました。２０年以上の加入者につき

ましては１７名、また最近の若い方とい

いましょうか、加入の浅い方が５年から

１０年の方が６３名、また５年未満の方

が７０名おられまして、全体的に加入者

の加入期間が短い状況になっております。

ただ、２０年以上の方の加入者は１７名
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の方がおられますので、給付額としまし

ては、その方の退職によって、６０万円、

７０万円、８０万円等の給付になろうか

と想定しております。

　また啓発につきましては、先般、平成

２４年度に事業所の調査をいたしまして、

そのときに事業所に対しまして、便利帳

という形で市の支援制度を設けた内容を

刷りましたパンフレットを配布しており

ます。その６ページ、７ページでパート

タイマーの制度の啓発をしております。

特にパートタイマーといいますのは、雇

用の関係で非常に不安定な方ですので、

そういう方への給付の支援、福祉の向上

という観点から啓発に努めております。

　またホームページ等を使いまして、啓

発をしております。特に広報紙では年に

一度の商工特集号という形で広報から紙

面をいただいて掲載しております。その

ときには、このパートタイマーの制度に

つきましては、できるだけ多くの紙面を

割いて制度説明をしている状況でござい

ます。

　加入者数の今後といいましょうか、想

定はどうかということにつきましては、

現在、ここ数年の状況を見ますと２２０

名ないし２３０名から２００名ぐらいの

状況で推移しておりますので、できまし

たら私どもとしましては、あと１０％程

度、２０名から３０名の確保はしていき

たいと考えております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　答弁いただきまして

ありがとうございました。

　もう少し加入していただきたいという

ことで理解しました。

　それと２，０００円の共済掛金をいた

だいて、それをずっと積み立てていると

いうことなんですけれども、表を見せて

いただきましたら、１年につき１００円

程度多く支払われるようになっているか

と思うんですけれども、加入年数が長く

なるごとに、そのメリットというのは大

きくなってくると思うんですけれども、

それについてのそのメリットがうれしい

なと、いただける方が思っていただける

のと、市ができることとはざまにあると

思うんですけれども、それが適正である

とお考えなのか、教えていただきたいの

と、この事業に対して非正規雇用の方の

労働条件等の改善の一助となるような事

業だと思いますので、適正に運用してい

ただきたいということを要望しまして、

一つだけ質問お願いいたします。

○森西正委員長　鈴木参事。

○鈴木生活環境部参事　このパートタイ

マーの制度につきましては、２，０００

円の掛金をいただきまして、毎月積み立

てて給付を行っております。１年の加入

者に対しては、まず掛金が２万４，００

０円に対して１００円の利息をつけてお

ります。この制度は掛けていただいたお

金に対して１％の運用を保証しておりま

して、実際、金融関係で１％の運用はあ

りませんので、その差分を一般会計から

いただいて加入者に対しては退職時に１

％を上乗せしまして給付しております。

　昨今の金融の状況に見ますと、まだま

だ普通の定期預金の利息等も非常に低い

状況ですので、１％の運用金を加算する

こと、また長期在会には別途１０年以上

の方には５，０００円以上の制度があり

ますので、今の制度で何とか継続してパー

トタイマー等の方の支援をしていきたい

と考えております。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　ないようですので、以

上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。
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（午前１０時８分　休憩）

（午前１０時９分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　議案第３５号所管分の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　増永委員。

○増永和起委員　小川自動車駐車場の問

題についてお伺いしたいと思っています。

　この小川自動車駐車場は民生常任委員

会の所管になっているわけですけれども、

小川駐車場のそもそもの設立意義ですね、

何のための駐車場としてつくられたもの

であるのかということを教えてください。

○森西正委員長　早川課長。

○早川自治振興課長　小川駐車場につき

ましては、もともとは福祉会館、柳田テ

ニスコート周辺施設の附帯施設とした駐

車場としてつくられております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　市民文化ホールも含ま

れていると思うんですけれども、今もそ

の市民文化ホールの利用者の方のために、

この小川駐車場というのはあるという大

きな目的があるんだと思うんです。ほか

の方が利用してはいけないということで

はありませんけれども、やはり市民文化

ホールを利用される方の利便性というも

のについてしっかり考えいかなくてはい

けないと思います。文化ホールで行われ

る行事、いろんな催し物がありますけれ

ども、これは大体何時間ぐらい行われる

催し物が多いのでしょうか、わかります

か。

○森西正委員長　中尾課長代理。

○中尾自治振興課長代理　市民文化ホー

ルと、いきいきプラザも含めまして、ご

利用いただいている貸し室は午前・午後・

夜間、３区分に分かれてご利用いただけ

るようになっております。

　平成２５年度１２月までの統計を見て

みますと、ほぼ７割の方々が午前・午後・

夜間、３区分でのご使用ということで、

３時間ないし４時間までのご利用が主な

ものとなっております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　そうですね、やはり３

時間を超えて利用される方が多いと思い

ます。駐車場まで行ったり、帰ったりす

る往復の時間も含めるとやはり３時間を

超えていくということになると思うんで

す。そうしましたら、この駐車場を時間

決めで行って、１回１時間１００円、障

害者の方でしたら５０円となるわけです

けれども、３時間を超えていくと、やは

り３００円という、今まで１回の金額を

上回っていくということで、やはりこれ

は値上げになっていくと思います。これ

についてこういう料金の体系というのが

市民にとってサービス向上ということに

つながらないと思うんですね。この点に

ついては、ぜひとも改めていただきたい

と思うんです。障害者の方は、３時間を

超えなくても値上げということになって

しまいます。これについてもぜひとも変

えていただきたいと思うんですけれども、

今までどおりの料金体系でぜひお願いし

たいのですが、どうでしょうか。

○森西正委員長　早川課長。

○早川自治振興課長　今回、改正に当た

りまして、アマノマネジメントサービス

というところが今回機械化の２４時間を

受けております。ここが機械化というこ

とで２４時間受けるということで、以前

から市民要望としまして、１泊、２４時

間、早朝、いろいろな要望が出ておりま

す。その要望の中で今回２４時間営業す

るということになりました。中尾課長代

理が言いましたように利用者は３時間、

４時間の利用をされている方が多いとい
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うことで、やはり３時間という方もかな

りおられますので、その方を見ますと料

金的には値上げにならないのではないか

なと考えております。

○森西正委員長　杉本部長。

○杉本生活環境部長　いろんなご意見が

あるのは承知しております。ただ、一つ

は、２４時間にしたいということがあっ

て、２４時間とめても３００円のままと

いうことは、これはおかしいのではない

のかという考え方がございます。それと

テニスコートもございます。それから教

育センターもございます。いろんな使い

方があるのは事実でございます。我々と

しては、その施設の附属駐車場としての

ことも十分踏まえた中で、この料金設定

をしたということでございまして、サー

ビスの向上と今までどおりの応分の負担

ということで、極端な値上げをしたいと

いうことでは決してございません。今の

利用実態に合った形での料金設定をした

ということでご理解をいただきたいと考

えております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　サービスの向上という

ことについてはもちろん、それはいいん

ですけれども、長時間化するということ

もいいんですけれども、やはり市民文化

ホール等を使う人たちの問題。特に障害

のある方が値上げになってしまうという

問題については、やはりこれはしっかり

と考えないといけないのではないでしょ

うか。それに対しての何か手だてをとれ

るような方法をぜひ考えていただきたい

と思います。要望にしておきます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　私のほうからも一つだ

けお聞きします。

　附属施設ということで、市民文化ホー

ルの利用者、それから柳田テニスコート、

そういったところで使われる方がこれま

でと同じように使うという意味では値上

げになるのではないかと。そういうこと

であるなら、そういう位置づけであり、

そういう形でやったものですから、前は

文化ホール、それこそ福祉会館とかだっ

たら判こをもらって免除制度もありまし

たよね。こういう利用者への向上という

意味では２４時間とめてる方はそれはそ

れで、そうじゃなくて文化ホール利用者

とか、テニスコートの利用者とか、そう

いう方には免除制度を復活させて便宜を

図るということをお考えになりませんか、

それだけ。

○森西正委員長　杉本部長。

○杉本生活環境部長　私が課長のときに

免除をやめさせていただいたので、私の

ほうで答弁させていただくようにします。

一つは、車の利用というのをどう考える

かというのが一つあるかと思います。先

ほどありました障害者の問題とかもござ

います。それと南千里丘全体でどう考え

るかという問題もあるのかと思います。

現実にコミュニティプラザの駐車場は１

回５００円、１時間無料ということであ

るし、モデルルームの下の駐車場は、ま

た違う料金体系ということで、これらを

うまく使っていただいてということが念

頭にございます。高い安いを申しますと、

またいろんな意見があるんでしょうけれ

ども、駐車場の１時間１００円というの

は、民間に比べましても決して高いもの

でもないと思いますし、やっぱり車の利

用抑制、近隣市なんかを見てましても、

市役所の駐車場でも有料化されていると

いうようなところが多々出てきておりま

すので、この程度のご負担はお願いをし

たいというふうに考えております。

　あと免除制度ということでありますけ
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れども、やはりこれは一つは車を使うこ

とによって、利便を受けられている訳で

すから、それに対するものとしてお支払

いいただきたいという思いもございます。

　あともう一点は、自転車とか、歩きで

来ていただく方、交通機関を使っていた

だく方も当然おられるわけですから、こ

ういった方とのバランスを考えれば車を

使う以上は、このぐらいでいいのかと思

いますし、前回、３００円の免除を廃止

させていただいたときに、我々も相当お

叱りを受けるのではないかと思いました

けれども、我々のほうにそういうことで

の苦情というのはいただいておりません

ので、ご理解いただいているのかなとい

うふうに考えております。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　お考えを聞かせてもら

いました。今、先ほど周りの施設ともあ

わせて市民文化ホールとか使うのに車の

抑制という言葉も使われました。駐車場

を設置する側として、余り抑制というの

は私いかがなものかなという。確かにそ

れこそ車があそこにあふれて、とめると

ころがない、路上駐車がふえるというよ

うなことが喜ばしいことでも何でもない

んですけれども、やはり使いやすい施設

であって、それこそテニスコートもある

とか、それこそ路上駐車もさせないとい

うか、そういったことも含めて、やっぱ

り使いやすいものにしていくべきだとい

うふうに考えておりますので要望として

おきます。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　先ほどご答弁の中で

南千里丘全体で考えなければならないと

いうことをおっしゃっていたので、お聞

かせ願いたいんですけれども、料金の件

とか全体を見て、それで値上げありきで

はないということはわかったんですけれ

ども、南千里丘全体で考えるときに、市

民文化ホールでのイベントが行われたと

きに、コノミヤさんの駐車場に多くとめ

られて、今でも時々コノミヤさんの駐車

場の看板であるべきところに「文化ホー

ルの駐車場ではありません」という大き

なやつを立てていて、そこそこのご迷惑

をおかけしているんじゃないかと思うん

ですけれども、全体として考えて、市の

駐車場が足りないということが発端だと

思いますので、その点どうお考えなのか、

お聞かせください。

○森西正委員長　杉本部長。

○杉本生活環境部長　コノミヤさんには

ご迷惑をかけています。一つはやっぱり、

そこは違いますと書いてもとめられる方

はとめられるという問題はあるんです。

駅前の施設でありますから、幾ら駐車場

があればいいのかといいましたら、恐ら

く全然足らないと思います。ただ、我々

の思いとしては、やはりあの施設は環境

に優しいまちというモデルケースであり

ますし、駅にしても二酸化炭素を出さな

いということをうたっているところでご

ざいますから、車の利用はできるだけ控

えていただきたい。先ほど山崎委員がおっ

しゃいましたけれども、駐車場の運営者

としての立場からいいましたら、それは

ちょっと違うのかなというご意見もござ

いますけれども、私、環境の担当の部長

でもございますので、できるだけ車の利

用は控えてくださいという呼びかけをし

ながら利用していただく。荷物の搬入・

搬出であるとか、そういったことについ

ては必要だと思いますので使っていただ

く。例えば文化ホールの観客の方、イベ

ントが開催されるときはできる限り車を

控えていただきたいというほうの考え方

もございます。本来は南千里丘に駐車場

を設置することがいいのかどうかという
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議論も実はございました。でも、それは

最低限は必要であろうということになっ

たんですけれども、管理する側としては、

たくさんあって、たくさんとめれてご不

満のないほうがいいんですけれども、そ

ういうことでもなかなか成り立ちません

ので、それらも考えて今の状況というこ

とです。ただ、今後についてはもうちょっ

と市全体で、施設の駐車場のあり方であ

りますとか、車の利用でありますとか、

こういったことはもうちょっと考えてい

くべき課題が残っているというふうには

我々も思っておりますので、そんな中で

考えていきたいと考えております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

す。車の利用を控えてほしいという思い

がありながらのまちづくりで利用者が車

で来られて、はざまの中でいろいろとご

苦労があって大変だと思いますけれども、

コミュニティプラザも文化ホールも市の

イベントがあるときは車のご利用をお控

えくださいだとか、小川駐車場だとかを

案内していただくことをお願いしますと

ともに、民間の利用者もいますので、駐

車場がないことを広報してくださいとい

うのをお願いしていただくことを要望と

いたします。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　中尾課長代理。

○中尾自治振興課長代理　先ほど増永委

員からご要望ということで上げていただ

いた中で、障害者手帳等をお持ちの方の

ご利用は、現行で減免制度の対象になっ

ておりまして、周辺公共施設利用の方は

全額免除になっております。これは引き

続き継続して免除の形でおこなってまい

ります。

○森西正委員長　よろしいですか。

　それでは、以上で質疑を終わります。

　続きまして、議案第３７号の審査を行

います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　質疑なしと認め、質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時２５分　休憩）

（午前１０時２９分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　議案第３号及び議案第１２号の審査を

行います。

　本２件のうち、議案第１２号について

は、補足説明を省略し、議案第３号につ

いては補足説明を求めます。

　堤保健福祉部長。

○堤保健福祉部長　それでは、議案第３

号　平成２６年度摂津市国民健康保険特

別会計予算につきまして、補足説明をさ

せていただきます。

　まず歳入でございますが、１０ページ、

款１、国民健康保険料、項１、国民健康

保険料、目１、一般被保険者国民健康保

険料は、高齢化の進展による保険給付費

など歳出の増加により前年度に比べ４．

２％の増となっております。収納率は、

現年度分が８９．５％、滞納繰越分が１

３％を見込んでおります。目２、退職被

保険者等国民健康保険料は、前年度に比

べ３．６％の増となっております。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は前年度に比べ９．

１％の増となっております。

　１２ページ、款３、国庫支出金、項１、

国庫負担金、目１、療養給付費等負担金

は前年度に比べ０．７％の減となってお

ります。これは後期高齢者支援金、介護

納付金の拠出金の過年度精算分により拠
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出額が減額となったことによるものでご

ざいます。目２、高額医療費共同事業負

担金は、前年度に比べ２．０％の減で、

８０万円以上の高額医療費にかかる共同

事業医療費拠出金の減に伴い、その４分

の１の法定負担分を見込んでおります。

目３、特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ１４．７％の減で、過去の特定健

診、特定保健指導にかかる実績を参考に

精査いたしたものでございます。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ１．６％の増で、

過去の実績を参考に計上いたしたもので

ございます。

　款４、療養給付費交付金、項１、療養

給付費交付金、目１、療養給付費交付金

は、前年度に比べ０．９％の減で、退職

被保険者等にかかる医療費の減によるも

のでございます。

　１４ページ、款５、前期高齢者交付金、

項１、前期高齢者交付金、目１、前期高

齢者交付金は、前年度に比べ８．８％の

増で、６５歳以上の前期高齢者数及び医

療費の増に伴うものでございます。

　款６、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ２．０％の減で、先ほどの国庫

負担金と同様、高額医療費共同事業医療

費拠出金の減に伴うものでございます。

目２、特定健康診査等負担金は、前年度

に比べ１４．７％の減で、国庫負担金と

同様に過去の特定健診、特定保健指導に

かかる実績により精査いたしたものでご

ざいます。

　項２、府補助金、目１、事業助成補助

金は、前年度に比べ１１．５％の増となっ

ております。目２、財政調整交付金は、

前年度に比べ０．７％の増となっており

ます。

　款７、共同事業交付金、項１、共同事

業交付金、目１、高額医療費共同事業交

付金は、前年度に比べ８．９％の減で、

国保連合会への拠出額の減に伴い、過去

の実績を参考に計上いたしたものでござ

います。

　１６ページ、目２、保険財政共同安定

化事業交付金は、前年度に比べ１．６％

の減となっております。

　款８、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

１３．２％の減で、保険料軽減分等繰入

金の減などによるものでございます。目

２、保険基盤安定繰入金は、前年度に比

べ９．１％の増となっており、保険料軽

減制度の拡充に伴うものでございます。

　款９、諸収入、項１、雑入、目１、一

般被保険者第三者納付金、目２、退職被

保険者等第三者納付金、目３、一般被保

険者返納金、目４、退職被保険者等返納

金は、過去の実績を参考に計上いたして

おります。目５、雑入は、現金給付の指

定公費を見込んでおります。

　次に、歳出でございますが、１８ペー

ジ、款１、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費は、前年度に比べ１３．

０％の増で、２年ごとに行っております

被保険者証の一斉更新の費用などによる

ものでございます。目２、連合会負担金

は、前年度に比べ１．２％の減となって

おります。目３、市町村部会負担金は、

前年度と同額となっております。

　項２、徴収費、目１、賦課徴収費は、

前年度に比べ２７．６％の減で、委託料

など実績に基づき精査いたしたことによ

るものでございます。

　２０ページ、項３、運営協議会費、目

１、運営協議会費は、前年度と同額となっ

ております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

－
9
－



度に比べ４．０％の増で、１人当たりの

費用額は就学から６４歳までが約２１万

円、前期高齢者が約５６万７，０００円

、未就学児が約２３万１，０００円を見

込んでおります。目２、退職被保険者等

療養給付費は、前年度に比べ１．２％の

減で、退職被保険者等の減少に伴い、医

療費の減を見込んでおります。目３、一

般被保険者療養費は、前年度に比べ１７．

４％の減でございます。目４、退職被保

険者等療養費は、前年度に比べ１６．８

％の減でございます。目５、審査支払手

数料は、前年度に比べ、１５．１％の減

で、単価の減によるものでございます。

　２２ページ、項２、高額療養費、目１、

一般被保険者高額療養費は、前年度に比

べ５．５％の増で、１人当たりの医療費

の増加によるものでございます。目２、

退職被保険者等高額療養費は、前年度に

比べ４．８％の減でございます。目３、

一般被保険者高額介護合算療養費及び目

４、退職被保険者等高額介護合算療養費

は、これまでの実績をもとに精査いたし

たものでございます。

　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費、目２、退職被保険者等移送費は、

前年度に比べ３０．０％の減でございま

す。

　２４ページ、項４、出産育児諸費、目

１、出産育児一時金は、前年度に比べ５．

６％の減でございます。

目２、支払手数料は、前年度に比べ５．

３％の減でございます。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、前

年度に比べ５．６％の減でございます。

　項６、精神・結核医療給付費、目１、

精神・結核医療給付金は、前年度に比べ

７．３％の増でございます。

　２６ページ、款３、後期高齢者支援金

等、項１、後期高齢者支援金等、目１、

後期高齢者支援金は、前年度に比べ１．

３％の減で、１人当たりの後期高齢者支

援金等は増加したものの、前々年度の確

定精算により減となったものでございま

す。目２、後期高齢者関係事務費拠出金

は、前年度と比べ１１．３％の増となっ

ております。

　款４、前期高齢者納付金等、項１、前

期高齢者納付金等、目１、前期高齢者納

付金は、前年度に比べ１５．２％の増で

ございます。目２、前期高齢者関係事務

費拠出金は、前年度と比べ１．１％の増

でございます。

　款５、老人保健拠出金、項１、老人保

健拠出金、目１、老人保健事務費拠出金

は、前年度と比べ１８．２％の減でござ

います。

　２８ページ、款６、介護納付金、項１、

介護納付金、目１、介護納付金は、前年

度に比べ０．３％の減で、１人当たりの

介護納付金は増加したものの、前々年度

の確定精算により減となったものでござ

います。

　款７、共同事業拠出金、項１、共同事

業拠出金、目１、高額医療費共同事業医

療費拠出金は、前年度に比べ２．０％の

減で、対象医療費の減に伴うものでござ

います。目２、保険財政共同安定化事業

拠出金は、前年度に比べ１．６％の減で、

対象医療費の減に伴うものでございます。

目３、高額医療費共同事業事務費拠出金

は、前年度と同額となっております。目

４、保険財政共同安定化事業事務費拠出

金は、前年度と同額となっております。

目５、その他共同事業事務費拠出金は、

前年度と比べ１６．７％の減となってお

ります。

　款８、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、特定健康診査等事業費は、前年度

に比べ９．４％の減で、これまでの実績
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により精査いたしたものでございます。

　３０ページ、目２、保健衛生普及費は、

前年度に比べ２４．３％の減で、療養費

適正化推進事業など委託業務の精査によ

るものでございます。

　款９、諸支出金、項１、償還金及び還

付加算金、目１、一般被保険者保険料還

付金は、前年度に比べ１８．６％の減と

なっております。目２、退職被保険者等

保険料還付金は、前年度に比べ４２．０

％の減となっております。

　３２ページ、款１０、予備費、項１、

予備費、目１、予備費は、前年度と同額

となっております。

　款１１、繰上充用金、項１、繰上充用

金、目１、繰上充用金は、累積赤字解消

のため計上いたすものでございます。

　以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○森西正委員長　説明が終わり、質疑に

入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　それでは、国民健康

保険の保険料改定についてお伺いしたい

んですけれども、市政運営の方針の中に

もありましたとおり、都道府県化に伴い、

国民健康保険の料金改正が避けられない

状況にあるというふうに理解しますけれ

ども、私も一保険者としてうれしいこと

でもないですし、市民の方々も負担も負

担増をお願いすることになると思います

ので、仕方なし、やむなしという納得で

きるような理由をお聞かせ願いたいと思

います。

　これまで６年間にわたり、料金改定を

してこなかったという経緯を含めて、改

めて教えていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　それでは、市来委

員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず保険料の改定の経過と改定しなけ

ればならない理由でございます。

　保険料率につきましては、平成２０年

度に決定した保険料を平成２１年度から

のこれまで５年間、医療費を据え置いて

きたわけでございます。この間、医療費

の削減や保険資格の適正化、収納対策な

どに取り組みをしてまいりました。そう

いったことで、保険料率の維持を何とか

行ってきたところでございます。

　しかしながら、高齢化の進展により、

高齢者の医療を支えるために拠出します

後期高齢者支援金や介護保険制度を支え

る介護納付金が、これまでの保険者の努

力以上分に増加してきております。

　具体的に申しますと、料率据え置きの

初年度でありました平成２１年度、この

時点での後期高齢者医療制度と介護保険

への拠出額ですが、加入者１人当たりに

ついて負担すべき額というのが、こちら

国のほうから示されます。その金額は、

後期高齢者医療支援分では、平成２１年

度が４万３，３２３円でした。平成２６

年度におきましては２５．８％、もう１

万１，１８２円増加しており、５万４，

５０５円が１人当たり負担すべき額となっ

ております。介護納付金につきましても、

平成２１年度は１人当たり５万２４６円

負担を求められております。平成２６年

度は、こちらも２６％増の１万３，０５

４円増の６万３，３００円です。いずれ

も２５％を超える増加を求められており

ます。

　このような状況の下、やはり高齢者の

医療や介護の制度をしっかり支えながら、

国保の健全な財政運営を行っていくため

には、平成２６年度は歳出に見合った歳

入確保のために、保険料改定をお願いす

るものでございます。
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○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　なかなか少子高齢化

に伴い、先ほどおっしゃったように、後

期高齢者の方とか、介護が必要な方を支

える金額が大きくなってきての料金改正

だということは理解できました。ただ、

多くの場合は、この料金値上げというこ

とになろうかと思いますけれども、低所

得者の方で、ちょっとしんどいなという

方も多いかと思いますけれども、それに

ついての対応が後の議案と重なるかと思

いますけれども、お伝え願いたいなと思

います。

　それと先ほど、収納対策にご尽力いた

だいたということでご答弁いただきまし

たけれども、具体的な内容についてあれ

ば教えていただきたいと思います。

　あと、この料金改定について、被保険

者の方について、どのように告知を行っ

ていかれるのかということ、その点につ

いてお聞かせください。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、低所得者の

方への対応のご質問でございます。

　低所得者の方への対応につきましては、

委員おっしゃるように、この後の国保条

例の改正のところで保険料の軽減拡充と

いうのがございます。こちらにつきまし

ては、一定所得以下の場合、７割・５割・

２割の保険料応益割の軽減がありました。

今年度、国のほうでこういった低所得者

への配慮ということで、軽減の拡充とい

うことが国の政令が改正されましたので、

それに伴って国保条例も改正をお願いす

るものでございます。

　具体的に申しますと５割軽減ですね、

こちらにつきまして、これまで２４万５，

０００円を乗じる被保険者数に世帯主を

含めなかったんですけれども、これを含

める形で、基準額が上がる形になります。

２割軽減につきましても被保険者に乗ず

る額を１０万円引き上げ４５万円、これ

で基準額が上がる形になります。特に２

割軽減なんかでいいますと、４人世帯で

２００万円の方というのが、これまで軽

減がかからなかったものが２割軽減に該

当する形になります。５割軽減につきま

しても、これまでおひとり世帯では５割

軽減というのはかかることはなかったん

ですが、今回の改正によりおひとり世帯

であっても５割軽減がかかる状況になり

ました。これで非常に低所得者の人の該

当数が増加する見込みとなっております。

　続きまして、収納の対策でございます。

　これまでの収納状況を見ておりますと、

据え置き決定していました平成２１年度

の収納率は８４．６５％でございました、

現年収納率が。それがいろいろな取り組

みをさせていただきまして、平成２４年

度は８９．５４％まで、約４．９％向上

させております。財政効果でいきますと、

調定額ベースで見ますと、約１億１，５

００万円の収納率向上による効果が出て

おります。どういった中身かといいます

と、コンビニ収納とか、コールセンター

とか、まず納付環境の整備だとか、初期

の滞納をつくらないような取り組み、そ

ういったことを新たに、平成２４年度以

降も取り組んでおりますので、こういっ

たことで引き続き収納対策をしていきた

いと考えております。

　最後に料率改定についての周知でござ

います。

　今回料率改定の保険料のほうは、予算

上１人当たり上がるということでお願い

させていただいています。料率決定につ

きましては、条例上６月１日の本算定を

もって決定となりますので、その時点で

保険料の決定通知を被保険者の方にはお

送りさせていただいて保険料を納めてい
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ただく形になります。もちろん告示やホー

ムページ、広報などで周知はさせていた

だく予定をしております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

した。

　低所得者の方への対応と被保険者への

通知、それと収納についてご尽力いただ

いていることがわかりました。

　すみません、最初の１回目のご答弁に

ちょっと戻ってしまうんですけれども、

高齢者の方々を支えるための金額が大き

くなってきての料金改定だということだっ

たんですけれども、市政運営の基本方針

をちょっと見ますと、１３ページのとこ

ろで都道府県化のことに触れられて、そ

れで国民健康保険の財政健全化の運営の

ためにということだったんですけれども、

この料金改定についてと都道府県化につ

いての関連について、また金額設定の中

で、それが関係してくるのかということ

を教えていただきたいのと、先ほど徴収

業務についてですけれども、具体的な内

容として、コンビニ収納ということを触

れられましたけれども、具体的な数字を

上げていただいたので収納率がアップし

ていることはわかったんですけれども、

コンビニ収納でどれぐらいの利用者があっ

たのかということを、これ予算もかかっ

ていることですので委託料として、教え

ていただきたいなと思います。お願いし

ます。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　都道府県化と保険

料の関係でございます。

　まず都道府県化につきましては、プロ

グラム法では平成２９年度をめどに都道

府県化をする予定となっております。

　平成２６年度につきましては、都道府

県化だから料金改定をさせていただくと

いうわけではなく、先ほどの高齢者を支

える拠出額に伴い、改定せざるを得ない

状況です。今後、都道府県化となった場

合、国のほうで今回の保険料の軽減拡充

が第一弾として平成２６年度されます。

もう一つ、法定の繰り入れにかかる分な

んですけれども、基盤安定の保険者支援

分というのが、これも財政支援の拡充が

平成２７年度以降される予定になってお

ります。こういった国の財政支援の増加

も見ながら、平成２７年度以降、都道府

県化に向けた保険料の改定を見ていきた

いと思っております。

　次に、コンビニ収納の利用者数でござ

います。

　まず平成２５年度の現在１月末まで件

数ベースでございますが、２万１，８２

０件がコンビニ収納で利用していただい

ているケースとなっております。特に中

身のほうを見ておりますと、コンビニで

お支払いされた場合、時間帯で件数など

も把握をこちらのほうができます。そう

いったところを見てみますと、金融機関

の営業時間外となっております朝の８時

台、また午後５時から７時台、この時間

帯のご利用が非常に多くご利用されてお

ります。出勤時や帰宅時にお支払いいた

だいているものかと推測しております。

こういったことからも非常に利便性の向

上が収納率の向上にもつながっているも

のと考えております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ご答弁いただきまし

た平成２６年度の料金改正については、

一旦は都道府県化とは関係ないというこ

とでいいんですか。

○森西正委員長　堤部長。

○堤保健福祉部長　平成２６年度の改定

について、私のほうから補足させていた

だきます。

－
13
－



　平成２１年度から平成２５年度まで料

率の凍結を続けてきたわけですけれども、

その間、資格適正化、医療費の適正化、

収納率の向上対策ということで三つの柱

を掲げまして心血を注いでまいりました。

　実際に、今回の料率の改定につきまし

ては、医療分については料率は実は下がっ

ております。１人当たりの保険料につき

ましては、平成２５年度の本算定時が６

万５，６６２円であったものが、平成２

６年度予算では６万２，６９０円となり

まして、２，９７０円下がっております。

先ほど課長から申し上げましたように、

支援分、介護分が１人当たりの拠出額が

大幅に上がっています。今回、その本来

あるべき姿にさせていただいています。

そのあるべき姿とは何かといいますと、

平成２０年度に７億８，５００万円の累

積赤字が国保特会で発生しております。

それを解消するに当たりまして、今申し

上げました３本の柱で努力をして生み出

したものをそこに充てていくということ

でご説明をさせていただいていたんです

けれども、実際には凍結のために全てそ

の努力分は使われていたということなん

です。先ほども申し上げましたように、

介護分、支援金分につきましては、平成

２０年度のときには保険料軽減分という

のは、ほとんどそこには充たっておらず、

医療分に充てられておったんです。今回、

支援分、介護分には、保険料の軽減分の

繰出金を充てずに計算をさせていただい

ております。そうしますと、先ほど申し

上げましたように、医療分については、

料金が下がりました。つまり、今まで本

来赤字解消に使うべきものを全て料金の

値上げを凍結するために使わせていただ

いていたということなんです。

　今回につきましては、本来あるべき姿

にまずさせていただいたということなん

です。それでもって医療分については、

約４．５％下がっております。先ほど申

しましたように、本来あるべきというの

は、その努力分について今回３，０００

万円の繰上充用金を計上させていただい

ています。それが本来のあるべきという

ことでございます。つまり努力分の幾ば

くかを健全化に向けさせていただいたと

いうことでございます。平成２６年度に

つきましては、そういう形です。

　平成２９年度に都道府県化がございま

す。都道府県化というのは、まだはっき

りとしておりませんが、国と地方の協議

というのが始まっております。夏過ぎに

は、ある程度方針が出てくるのかなと思っ

ております。その中で累積赤字の問題と

か、都道府県化された場合の料率の決定、

方法とかいろんなものが出てくると思い

ます。そのときには改めて国保特会の３

億７，０００万円の累積赤字をどうする

か、あるいはその料率をどうするか、検

討してまいりたいと考えております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ご説明いただきまし

て、よくわかりました。いろいろな努力

を重ねてこられた医療分のほうは４．５

％軽減されてということですけれども、

一時期赤字が７億８，０００万円まであっ

たとお伺いしましたけれども、それを本

来ならば努力分は解消しなければならな

いところを料金改定をしないために凍結

するためにということで使っていらっしゃっ

たと思うんですけれども、それでしたら

赤字の解消というのは進んでいないかと

思われるんですけれども、現在どれぐら

い残っていらっしゃるのかということと、

それとコンビニ収納の件も聞いていたの

で、時間帯が朝早い時間と夜の遅い時間

とか利便性がとてもよいことで効果につ

ながっているということをお聞きしまし
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たので、今後もとても便利でいいことだ

と思いますので、頑張っていただきたい

なと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　赤字額の状況でご

ざいます。

　平成２４年度決算の額で申しますと、

累積赤字が約３億７，８００万円が累積

として赤字となっております。赤字解消

につきましては、今年度も取り組んでお

ります。先ほども申しました医療費の適

正化だとか、資格適正化、収納率の向上、

この辺を継続的に取り組ませていただき

まして、今年度につきましては昨年度に

引き続き、国の特別調整交付金の経営努

力分が府のほうからの推薦、府内でも３

分の１の市しかいただけないんですが、

この辺の努力が認められたというので推

薦をいただくことになりました。こういっ

たもので解消にも努めていきたいと考え

ております。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ご答弁ありがとうご

ざいました。

　平成２４年では３億７，８００万円ほ

どまだ赤字があるということですので、

この市政運営の基本方針にも財政健全化

ということが書いていただいております

ので、いろいろと制度が大変な中、料金

改定はやむなしということだと思います

のでよろしくお願いします。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　福住委員。

○福住礼子委員　それでは、よろしくお

願いいたします。

　私のほうからは、財政改革第４次実施

計画という、その中であったのでちょっ

と気になったのを教えていただきたいと

思います。

　平成２２年度からレセプト点検業務の

委託ということで、複数課ですることに

よって一括契約をし、委託料の削減とあ

りました。この委託先が大阪府国民健康

保険団体連合会に変更したということで

ありますが、これは府下、市全部がその

ようにしていることなのか、ここを選ば

れたということのちょっといきさつを知

りたいことと、この今レセプト点検とい

うものの内容というか、データを多分と

られていることなのかなと思ったんです

けれども、ちょっとその内容を教えてい

ただきたいと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、レセプト点

検の委託についてでございます。

　レセプト点検といいますのは、まず医

療機関のほうで診療を受けられた診療報

酬ですね、国保の通常でしたら、若い方

でしたら７割負担が国民健康保険で負担

させていただく形になります。この分に

つきまして、医療機関のほうから審査支

払機関であります国保連合会を通じて、

摂津市のほうに請求が参ります。その請

求の中身について、まず請求に疑義がな

いか、傷病名と診療内容に疑義がないか。

風邪であるにもかかわらず風邪と違う薬

を使っておられるとか、そういった内容

の点検をまずさせていただいております。

　まず一次点検としまして、国保連合会

は府内の保険者の連合体になりますので、

共同処理をするという関係で一次点検と

いうのを連合会のほうでやります。二次

点検を各市で単独で行っております。そ

こにつきまして、平成２２年度につきま

しては、こちらは業者のほうに委託をし

まして、点検のほうをお願いしていたん

ですが、平成２５年度から国保連合会の

ほうが新たに、これはオプションという

形になるんですけれども、レセプト点検

のほうも委託を受けますよということに
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なりました。こちらについて審査支払機

関がやっておるものですので、非常に単

価が安くなります。そういった関係で国

保連合会のほうに平成２５年度から委託

のほうは変更させていただきました。

　ただ、こちらにつきましては、二次点

検で２回目の点検になりますので、こち

らについては府内全部が必ず連合会に委

託しているものではございません。

　レセプト点検の内容につきましては、

先ほど申しましたとおり、内容、中身の

点検と。保険者、市独自でやっておりま

すのが資格点検というのもございます。

中身の問題ではなく、例えば８月に社会

保険に入られたにもかかわらず、９月に

国民健康保険に請求が来ている。こういっ

た場合、こちらの請求については国保で

はありませんよということで請求書を返

戻したりと、そういったのも資格点検と

いうことでレセプト点検のほうもいたし

ております。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　ありがとうございます。

　このレセプトということで、今何かデー

タヘルスの計画というのが進めていかれ

るそうで、そういった医療費適正化に成

功している事例というのも今挙がってき

ているそうなんですが、今摂津市として

は、どういったふうに取り組んでおられ

るのか、また考えておられるのか、教え

ていただきたいと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まずレセプトが電

子化になって、今後の健康づくりにどう

役立てるかということになるんですが、

現在、国保の中央会というところがＫＤ

Ｂシステムというのを構築しております。

ＫＤＢというのは、国保と介護、健康づ

くりですね、特定健診の、この三つのデー

タを合わせて複合的に見るシステムでご

ざいます。これまでレセプト、医療情報

しか見れなかったものが国保の医療、介

護、健康づくりというのを三つ合わせて

見ることによって、効果的な保健事業の

展開が期待されるものでございます。

　具体的に申しますと、特定健診で、例

えば健診を受けられて、病院に行かなけ

ればいけない状況になっているにもかか

わらず病院に行っておられないと。そう

いった場合、健診データだけではわかり

ません。ただ、医療のデータと当てるこ

とによって行かなければいけないのに病

院に行っておられない。逆に、行かなけ

ればいけない方が病院に行っておられる。

こういった方は、あえてこちらから啓発

する必要はないので、こういった部分で

かなり効率的な保健指導ができるものだ

と。こちらについては、先ほど申しまし

たように構築中でございますので、平成

２６年度中に導入予定としておりますの

で、今後は健康づくりの担当課と連携し

ながら、進めていきたいと考えておりま

す。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　これからいろいろと取

り組んでいかれることだと思います。た

だ、特定健診の受診率の向上というのが、

また今後そういったことが課題になって

いきますが、その辺も加味して今準備を

進められているということでよろしいで

しょうか。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　特定健診につきま

しては、今年度につきましても補正でお

願いしております特定健診の受診勧奨の

ほうを委託させていただきました。平成

２６年度につきましては、当初のほうで

組ませていただきました。

　状況でございますが、平成２５年度は

保健センターのほうに委託をしましたこ
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とで、健診受診機関でもあります保健セ

ンターが直接受診勧奨をすることで、非

常に効果が上がってきているものと見て

おります。

　また、平成２６年度につきましては、

保健センターのほうでも日曜日に集団健

診を２回開催されるという予定も聞いて

おりますので、またこういった環境整備

も含めまして、受診率向上には取り組ん

でまいりたいと考えております。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　わかりました。

　こういう制度等効果があるということ

をもっと市民の方が知っていけば、ああ、

自分もそういうことに参加している、貢

献しているということの意識のつながり

になるかなというふうに感じるところは

あります。不要に通院、何か不安感で病

院に行く人もおられますよね。私たちな

んかは健診で要検査とか要観察って、そ

の違いを自己判断するわけですね、まあ、

いいかと思ったりして。翌年には、ちょっ

と何かいろいろなことが見つかったりと

いうようなことで、また医療がかかって

しまう。薬でも何か新しいほうが効き目

があるんじゃないかと思ってしまう。も

う重なって飲んでしまっている、私の家

庭にもそういったことがあって、整理を

してもらったりということもありますの

で、皆さんもそういう健康に貢献でして

いるんだというような取り組みになって

いくことが私は望ましいかなと思ってお

りますので、ことし１年間のそういう受

診率にも日数をふやしていただいている

ことも知っておりますので、ぜひそういっ

たＰＲというか、認知が広がるような啓

示というんですかね、いろんな人が集ま

るところに、そういうことのＰＲ、配布

されたらいかがかなと。いろんなお祭り

とか、市民の運動会とか、いろんなとこ

ろがあると思います。そういうところに

も常にそういったことが貢献になるんで

すよというような意識革命をつなげてい

ただきたいなと思います。ありがとうご

ざいました。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　保険料が１０ページで

いうと、９，４３９万円の増額、これだ

けことしは市民に値上げをお願いすると

いうことになろうかと思いますが、先ほ

どの説明でも医療費の部分は下がったと。

摂津市の国保を見れば、国保加入者１人

当たりの給付費、平成２４年度で２７万

７，５２６円、これは府下でも高いほう

ではないんだと思うんですけれども、こ

のあたりをちょっと聞かせていただきた

いと思うんですが、これ１点目なんです

けれども。つまり本市の国保としては、

後期とか介護とか、拠出の部分が非常に

大きくて、既に制度としては広域、持ち

合いの状態ですから、しかし、これが広

域化が進む、各基礎自治体が今この値上

げをしないために一生懸命拠出を入れて

くれてはった。これができなくなるとい

うことになると保険料負担が当然大きく

なるということが予想されるということ

では、摂津市民、摂津市の国保を守ると

いう立場で、広域化についても反対をす

べきだと思いますし、この構造的に医療

費を使っていなくても保険料が上がって

いくという構造について改善をしっかり

国に求めていただきたいと思うんですけ

れども、このあたりを一つお聞かせいた

だきたいと思います。

　その今回の国保料の値上げ、どういう

ふうに検討をされたのかということで、

今回保険料の値上がり、試算、私たち所

得割、４０歳以上の介護がある分とない

分と、表をつくらせてもらって計算させ
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ていただきました。今、摂津市の国保加

入者は７割、それこそ所得２００万円以

下ということですから、もうほとんど２

００万円以下のところを見ていただかな

いといけないと思うんですけれども、２

００万円所得の４０歳以上の世帯主で３

人家族、これ年間５万円近い値上がりに

なると、４０歳以上の方ですので介護分

も入れますから。消費税が上がることし、

収入の１割以上で２割近い。というか、

２００万円ぐらいだったら３０万円前後

の収入で国保料だけで１０回分割をしま

すと４万円近くのお金を払わなくてはい

けない。納付書に書かれている金額に足

りなかったら払えない。こういう方が生

活が苦しいと訴えられるのは当たり前だ

と思うんですけれども、保険料のこの今

回改定をする際に、市民生活にどのよう

な影響を与えるのかということをしっか

り検討されていたのかと言わざるを得な

いと思っておりまして、この保険料値上

げが市民生活に対する影響をどう考えて

いるのかを２点目としてお答えいただき

たいと思います。

　このことしの予算、被保険者がもう７

５歳以上をお迎えになられて減る中での

増加ですから、保険料の１人当たりの負

担としてもより大きくなるんじゃないか

と思うんですが、被保険者が減る中で、

負担金交付金も徐々に減りますよね。国

保会計にはしんどい話ですから、こうい

うときに市の一般会計からの繰り入れは

維持すべきではないか。これまでも、そ

れこそ市民生活のことも思って、リーマ

ンショックもあって繰り入れを維持して

きた。ことしもそれこそ消費税が上がろ

うかというときに、凍結を解除するとい

うことにした最大の理由をお聞かせいた

だきたいと思うんですが。

　これが、もうこれ以上繰り入れができ

ないと、これが本当に最大限の努力かと。

例えば、このあるべき姿に戻すんだと言

われましたけれども、予算書の１６ペー

ジの軽減繰り入れ、国がこれだけ、何億

円か予算を入れてくれているわけですか

ら、その差額で、この繰り入れが４億９，

９００万円減っているわけですね。これ

だけでも維持すれば、水準的には同じ水

準に持っていける。少なくとも今回の軽

減の措置が受けられた方は、少なくとも

上がらずに済むのではないか。

　この所得とか均等割のバランスも大分

悪くなったということも説明されていま

したけれども、５０対５０というのも、

７割が２００万円以下の摂津市ですから、

これもしんどい話かもしれませんけども、

公平性のある料率ということであるなら

ば、繰り入れをして水準を抑えて、料率

の改定だけでも行うということは可能で

はなかったかと思うんですけど。

　繰入金を減らした理由と、それから水

準を維持して、料率だけの変更という提

案も可能であったかどうか、お聞かせい

ただきたいと思います。

　それと、延滞金もきちんといただこう

というような話もこの間からしてはりま

して、そういう保険料、それこそ納付書

の額面が用意できなければ払えないとい

う方が、滞納にやっぱりつながっていく

んじゃないかと思うんですけども、ここ

の方々に延滞金をつけて、さらに払えと

言われても本当に無理な話という形にな

りはしないか。滞納が余計ふえるんじゃ

ないかと危惧するわけですけども、この

あたりもお答えいただきたいと思います。

　それから、補正予算で雑入の最終ペー

ジ、６ページに上がっていますけども、

１億２，０００万円余りですけども、こ

れを見ていただいて、ことしの収支見込

み、ちょっとお答えいただきたいと思い
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ます。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず広域化につい

てでございます。広域化に反対すべきで

はないかというご意見でございます。

　保険給付費、１人当たり２７万円とい

うことで、府下と比較して安い状況で、

広域化はどうかということなのでござい

ますが、広域化につきましては、これま

でも申しておりますように、高齢化の進

展など、国保が抱えております構造的な

課題に対しまして、財政の安定化、制度

の持続性を高めることを目的に、平成２

５年度、平成２６年度の２か年を対象に、

第２次の大阪府の国民健康保険広域化等

支援方針が策定されております。

　内容といたしましては、事業運営の広

域化、財政運営の広域化、収納率の目標

設定となっております。

　本市につきましても、財政運営の広域

化における保険財政共同安定化事業の拠

出方法等につきましては、前回同様の方

法で継続されておりますことから、この

点につきましては、大阪府に対しまして、

府の調整交付金などにより、急激な負担

とならないような配慮、要望はしており

ます。

　続きまして、保険料の繰り入れの関係

のお話でございます。

　繰り入れにつきましては、やめたとい

うわけではなく、平成２４年度、これま

でに繰り入れしておりましたベースに平

成２６年度は戻させていただいておりま

す。平成２５年度につきましては、特別

に１億円増加はしていただきました。し

かしながら、平成２６年度につきまして

は、これまでの平成２４年度の基準で繰

り入れのほうをいただいております。

　また、国のほうにつきましても、先ほ

ど申しましたように、保険料の軽減の拡

充があります。これにより法定の繰り入

れがふえたと。今後につきましても、保

険者支援分というのが、第２弾というの

が、平成２７年度以降予定されておりま

すので、法定のほうの繰り入れがふえる

であろうと。こういったものを見ながら、

当然、法定外につきましては本来あるべ

き姿に戻していく、平成２９年度の都道

府県化に向けてはあるべき姿にしていく

ものと考えております。

　延滞金についてでございますが、延滞

金の徴収につきましては、１２月に条例

改正のほうをお願いさせていただいてお

ります。

　まず、保険料につきましては、それぞ

れ期限内、１０期払いのほうで今現在お

願いしておりますが、期限内に納めてい

ただくことが大原則となっております。

こういった状況で期限内に大半の方がご

入金いただいております。やはりこういっ

た方との公平性、また期限内納付を促す

ためには、延滞金のほうは一定必要だと

考えております。

　しかしながら、低所得者の方、支払い

が困難という方に対して、一律延滞金を

とるのではなく、こちらにつきましては

免除の規程を設けておりますので、柔軟

に対応はしていきたいと考えております。

　続きまして、補正の雑収入１億２，０

００万円補正ということで、平成２５年

度の収支の見込みでございます。

　まず、収支の見込みにつきましてです

が、平成２５年度につきましては、今回

補正をお願いしております内容としまし

て、国庫負担金、平成２５年度に療養給

付費負担金のほうが確定しました。これ

により１億２，０００万円分返還しなけ

ればいけないと。伴いまして、雑収入の

ほうを追加いたしております。

　こちらにつきましては、例年概算でい
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ただいて、翌年度に精算して返還もしく

は追加という形になります。

　ただ、例年見ておりますと、ほとんど

概算のほうで多目にいただいておる形に

なっております。現在のところ、平成２

５年度分のほうの国庫負担金の額はまだ

確定しておりませんが、今年度につきま

しても、概算で同じように多目にいただ

くのであれば、今回補正させていただい

た分はプラスとして見込まれるのではな

いかと。結果的には、収支均衡を現状の

ところは見込んでおります。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　広域化については、そ

れこそ配慮、要望をお願いしているとい

うことなんですけども、仕組みとしては、

どこもお金を出さないということをベー

スにしてはりますから、これはやっぱり

国民負担、市民負担で乗り切ろうという

方向ですので、なかなか受け入れてくれ

るものではないと思っておりますので、

ぜひしっかりと摂津市の市民、国保を守

るために、反対を訴えていくべきだと私

は思っております。これ要望としておき

ます。

　それから、繰り入れベース戻すという

話なんですけども、要するに、これもよ

そ並みにしていくという感覚なんですよ

ね。もう摂津市としては、だから、国保、

本当に皆さん大変だから、さっきも言っ

たように、７割以上が２００万円以下の

国保加入者。守るためには、よその市よ

りもそれこそお金を入れていくという対

応がやっぱり必要なんじゃないでしょう

か。

　せっかく、だから今回も国が繰り入れ

もしてもらっていて、所得者対策をして

くれてはるのに、摂津市民の保険料が上

がるというところでは、６月になって、

それこそ納付書が送られてきて、わあっ

という話になりはしないかと、本当に危

惧をしているわけなんですけれども。

　先ほどの納付の割合も、分割納付も１

０回ですけども、丁寧な対応を窓口でやっ

てもらったらいいんですけども、それこ

そコンビニ収納でしか行けないような忙

しい方がたくさんいらっしゃって、それ

こそ額面、１０回払いの額面で送りつけ

られてこられて、コンビニ収納できます

よといったって、そのときに額面の３万

円に足りなければ払えないわけですよね。

そういう丁寧な対応もしていただかなく

てはいけないんじゃないかなと思います。

　最大限の努力、将来の話もありますけ

ども、今、それこそ消費税が上がるとき

に、滞納者をふやさないためにも、市の

努力として最大限繰り入れを求めたいと

思います。

　要望としておきます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　増永委員。

○増永和起委員　今、広域化のお話もか

なりありました。今回の予算を見ていま

すと、歳入の部分で、保険料のところは

１億円近い、９，０００万円のアップと

なっています。ほかの交付金がほとんど

前期高齢者の分を除いてはマイナスになっ

ていると思うんです。この拠出金の減り

方というのがすごく大きいと思いますし、

国庫支出金も減っていますね。これにつ

いて、どうしてこういうふうになるのか

ということを説明していただきたいなと

いうふうに思います。前期高齢者はもち

ろんふえていますけどね。

　それから、前期高齢者拠出金とか、そ

の内容の説明も簡単でいいですので、し

ていただきたいなというふうに思います。

いろいろな拠出金がありますので、簡単

で結構ですので、内容を説明してくださ

い。
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　それから、歳出のほうでは、保険給付

費は２億３，０００万円ぐらいのアップ

というふうになると思いますけれども、

これは前期高齢者の交付金も約２億３，

０００万円ぐらいふえていると思うんで

すね。確かに保険給付費は高くなってい

るわけですけれども、前期のほうからふ

えている分で賄えるであろうというふう

に思うわけです。それが値上げにつなが

るということは、ほかの拠出金がマイナ

スになっているから、やはりそれを何と

か賄わなくてはいけないという内容にな

るのかなというふうに思うんですね。

　先ほども負担金、介護納付金だとか、

後期高齢者への支援金分だとか、ここら

辺が大きくなるからというふうに伺って

いました。これは本当に国保の構造的な

問題が今、噴き出してきているのではな

いかなというふうに思うんです。そした

ら、果たして広域化をすれば、この国保

の構造的な問題というのが解決するのか

どうか。

　この介護納付金ですとか高齢者の支援

金分、これ、一人一人の保険金にかけて

くるというふうになったのは何年からで

すか。それ以前は全体として保険者の中

で、その部分もいろいろと、繰入金も入

れたりしながら考えてきたと思うんです

けれども、これを一人一人の保険金に直

結するような形で計算をされてきだした

というのは途中からだったと思います。

これについても教えてください。

　それから、今回の値上げは本当に市民

にとっては大打撃です。先ほどお配りし

ました表の中にもありますけれども、こ

の表は裏と表になっていますけれども、

介護分（２）と書いてあるほうが４０歳

以上の御夫婦と、それからその他の家族

の方がいてはる、４０歳にならない家族

の方がいてはる。もしくは、６５歳以上

の家族の方がいてはるという部分です。

　介護分というのがついていないほうで

すね。こっちは全ての方が４０歳までか、

それとも６５歳以上という世帯というこ

とで表がつくられています。ここの数字

は国保年金課のほうで見ていただいたの

で、間違いないはないと思っています。

　この中で、マイナスというのが平成２

６年度に国保料が下がるというところな

んですけど、あるかというと、非常に少

ないというのが、ぱっと全体を見てもらっ

ただけでもわかると思います。

　所得割がゼロの介護保険のないほうで

すね。ここはずっと１人でも２人でも３

人でも４人でもみんな値下がりになると

いうのは確かなんですけれども、これは

４００円とか５００円とかという、これ

年間値下がり額です。ところが、値上げ

のところを見ていただくと、非常に大き

な金額。例えばその下の１００万円台の

ところでも７，５００円からあります。

この３人のところだけは、ちょっと法定

軽減が新たにかかるので３万１，０００

円となりますけれども、値下げが。ほか

のところは１万円弱ぐらいの値上がりに

なるということです。

　２００万円の世帯だと２万円ぐらいに

なる。これが裏面の介護保険がつくとい

うことになると、もっともっと値上げ幅

が大きくなっていきます。

　２５０万円で４人世帯、お父さん、お

母さん、４０代以上、それから子どもさ

んがいる、そういう世帯では、何と年間

６万２，２１３円の値上がりになってし

まいます。

　本当に子育てを応援するということで、

ことしの摂津市はいろんな妊婦健診です

とか、それから子どもの医療費の助成で

すとか、取り組んでいただいているわけ

ですけれども、この大きな値上げの中で、
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やっぱりそれが帳消しになってしまうよ

うな、そういうことにつながるのではな

いか。

　今まで摂津市は国保料の値上げを６年

間も据え置いてきていただいて、私は本

当に努力していただいているなと。大阪

府下で、数字の計算の仕方によりますけ

れども、一番低いというふうなことも、

言われています。それは本当にそうだっ

たと思うんです。だからこそ、この消費

税が増税される、ことし、せっかくいろ

んな子育ての施策もとっていただいてい

る中で、この国保料の値上げというのは、

やっぱりやめてほしい。ぜひともこの値

上げストップをしてほしい。こういうふ

うに思います。この問題について、市民

への影響ということをぜひ言っていただ

きたいと思います。

　それと、ずっと後期高齢者への支援金

とか介護納付金。これが一般会計を繰り

入れをしないということで、ことしは算

定されたということを伺いました。

　堤部長の言葉ですと、本来あるべき姿

というふうにおっしゃいましたが、これ

はずっと初めからそうだったわけではな

く、途中からこういうやり方に国が変え

てきたということがあるわけですけれど

も、この一般会計にもう繰り入れをしな

いということになると、もちろん後期高

齢者はこれからたくさんふえていくわけ

ですし、介護の部分も大きくなっていく

予想がつくわけです。そしたら、毎年毎

年値上げになっていくのかという不安が

物すごくあるわけですので、その部分も

含めてお願いいたします。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、歳入の部分

で、交付金の中身のお話でございます。

　前期高齢者交付金を除いて、ほとんど

が交付金が下がっているというところで

ございます。

　国庫支出金、国庫負担金のほうでござ

いますが、こちらにつきましては、一般

被保険者にかかります療養給付費の３２

％を国が負担するものでございます。

　国の療養給付金の３２％を国が負担す

るということであれば、給付費が２億上

がっているので、こちらについても上が

らなければいけないとなるんですが、こ

の療養給付費負担金の３２％を計算する

に当たりましては、前期高齢者交付金、

ここをまず控除します。前期高齢者交付

金でいただける分は除いて３２％をかけ

る形になります。そのため、前期高齢者

交付金がふえておりますので、こちらの

国庫支出金については減少しているもの

でございます。

　その中で前期高齢者交付金というのが

どういうものかということでご説明させ

ていただきます。

　こちらにつきましては、６５歳から７

４歳の方を前期高齢者といいます。国保

につきましては、被用者保険などから、

退職されたから、６０歳を超えられて国

保に入られる方が非常に多くございます

ので、この６５歳から７４歳のこの年代

の方をとらえて、国保、被用者保険など

の保険者、全ての保険者でこの６５歳か

ら７４歳の医療費を拠出し合って助け合

おうという制度になっています。

　特に、先ほど申しましたように、国保

についてはかなり前期高齢者の加入率が

被用者保険に比べて高いという形になり

ますので、交付金につきましては、いた

だけるほうになります。逆に被用者保険

のほうは出すほうになっていると思いま

す。

　団塊の世代の方が６５歳、今年度から

入ってこられましたので、どんどん、こ

の前期高齢者の割合というのが国保につ
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いてはふえていきます。

　そういった関係で、前期高齢者交付金

についてはふえていくものと考えており

ます。

　したがいまして、保険給付費の増加と

いうのが、ほとんどがこの年代の方の医

療費がふえているということで、その増

加分については、交付金のほうで賄われ

ているような状況となっております。

　ですので、歳出の保険給付費の２．３

億とほぼ同額というのはそういった事情

となっております。

　続きまして、構造的な問題が都道府県

化で解決できるのかというようなご質問

でございました。

　国保の都道府県化の問題でございます

が、こちらにつきましては、今回、軽減

の拡充だとか、先ほど申しました、保険

者支援の繰り入れの拡充というのもある

んですが、それ以外に、まだこれは確定

ではございませんが、後期高齢者支援金

の拠出の仕方、これが被用者保険の総報

酬制というのを検討されております。そ

れによって浮いた財源を国保に投入して

はどうかというようなことも今後進めら

れるものと期待しております。こういっ

たことで都道府県化することで構造的な

改革改善ができるというわけではなく、

そういったものも含めて都道府県化が予

定されておりますということで、都道府

県化により、国民皆保険が守られていく

ものと期待しております。

　後期高齢者支援金のほうが別の制度と

なった年度ということでございます。こ

れまで、老人保健制度というのが平成１

９年度までございました。平成２０年度

から後期高齢者支援金というのが後期高

齢者医療制度ができまして、それに伴い

まして後期高齢者支援金分というのが別

で保険料が賦課される形になりました。

　平成１９年度までにつきましては、介

護納付金と医療分と、２本立ての保険料

を頂戴しておったわけでございますが、

平成２０年度からは後期高齢者への支援

分が明確となるようにということで、医

療分から分けて、支援分として別途賦課

される形になっています。

　続きまして、いただきました表の状況

でございます。マイナス部分が少ないと

いうことで、確かにこの表を見させてい

ただく限りでは、マイナスの部分が少の

うございます。

　だからといって、全てが値上げかとい

いますと、軽減の拡充、こちらについて

も次の議案にはなるんですが、軽減の拡

充により、非常に５割軽減世帯が増加す

るということで、山崎委員のところにも

ございましたように、２００万円世帯の

所得以下の方が７割を占めておられると。

いわば、この表の２００万円から下の世

帯が７割。表で見ますと、確かにプラス

はございますが、この中の構成比で見ま

すと、マイナスの部分に含まれる方も非

常に多く見ております。ただ、具体的に

この所得ごとに何人いるというのは出せ

てはおりませんが、先ほどおっしゃった

ように、表だけで判断はできないものと

考えております。

　もう１点、２５０万円世帯の値上げと

いうお話もございました。先ほど山崎委

員の中にも保険料改定に当たってという

ことで、少しちょっとご答弁ができなかっ

た部分もございます。こちらにつきまし

てですが、これまでよく４人世帯の２０

０万円ということで、いろいろとご指摘

いただいておりました。今回、２００万

円で４人世帯であれば、保険料の２割軽

減が拡充されたことによってかかること

になっております。

　残念ながら、２５０万円の世帯の方に
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つきましては、保険料の軽減の拡充は及

びません。そのため、一定のご負担はお

願いしなければならない状況にはなって

おります。

　しかし、これまで所得のある方へのご

負担についてですが、これまで委員会の

ご意見の中で賦課割合のことをおっしゃっ

ていたことがありました。平成１７年度

まで国保の賦課割合が、応能割５５、応

益割４５でした。これに戻してはどうか

というご意見もいただいておりました。

これは所得のない方への負担を減らすた

め、応益割を下げて、所得のある方の負

担分である応能割を上げてはどうかとい

う、そういったお考えであったのではな

いかと解釈しております。

　改定に当たりましては、そういったこ

とで、被保険者の方の負担はどうなるか

というのも試算をさせていただきました。

結果といたしまして、所得割料率は上が

ります。

　例示の４人世帯で２５０万円所得の場

合につきましては、今回よりもさらに保

険料が上がることとなります。また、応

益割の保険料も下がる形になってしまい

ますので、応益割合を下げることによっ

て、保険料の軽減額の全体額も下がりま

す。そうなると、一般会計繰り入れであ

る基盤安定繰り入れが減少し、保険料の

負担が逆に上がることになります。そう

いった状況もあり、今回の改定につきま

しては、一定の負担増はお願いしなけれ

ばならない状況ではございますが、低所

得者や限度額改定に伴いまして、中間所

得者層にも配慮させていただいたもので

はないかと考えております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　いろいろと内容も教え

ていただきながらだったと思うんですけ

れども、今、国庫支出金は前期高齢者の

ほうで金額がふえている分を減らすのだ

というお話だったかなと思うんです。そ

の前期高齢者というのは、どこからお金

が出ているのかというと、国保や社会保

険やそういうところが出している分の持

ち寄りで、前期高齢者のたくさんいると

ころに割合としてたくさんお互いが出し

合ったお金が行くということやと思うん

ですね。ということは、国は税金を今ま

でやったら国保に対してしっかり入れて

きたとはよう言いませんが、もっと昔は

しっかり入れてきたと思いますが、大分

引き上げてきていたのをさらに引き上げ

ようとしていると。社保や国保のお金な

わけですよ、前期高齢者のこの交付金と

いうのはね。ところがそこにお金が入る

からといって、国庫支出金を減らすとい

うのは、これは国が責任逃れをしている

ということではないかと、私は思ってい

ます。

　なおさら、今、これからの広域化に向

けて、後期高齢者の被用者保険の総報酬

制というふうなことが言われました。こ

れは社会保険に入っておられる方とかに

負担を負わせるということであって、こ

こでもまた国のほうは自分たちの果たす

べき役割を果たしていないというふうに

思うんです。

　課長のほうからは、今回法定軽減を広

げた。また、平成２７年度以降に国のほ

うは財源を投入して、保険者への支援を

するというふうなことを言っていますと

いうお話でしたけれども、これの財源に

なるのは、消費税の増税なんですね。要

するに、結局、市民の懐から出ていくお

金が一旦上に上がって、そのうちのわず

かな部分が言いわけ程度にここへ充てら

れるということにしかほかならないと。

今あるお金をより広げて市民のために国

が出していくと、国民のために、国保の
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ために出していくという形ではないとい

うことです。

　その中で、先ほど言いました、総報酬

制の問題では、やはり被用者側は非常に

反対をしております。社会保険から総報

酬で全部出していくということについて

は、非常に反対意見が出ておりますし、

それから、この広域化の主体を担う都道

府県、これ全国知事会は国が構造的な、

抜本的対策をやらへん限りはのまれへん

と、こういう声明も出しておられるわけ

です。

　この国保実務というところにその声明

文も載っておりますけれども。何が国保

の構造的問題かと言いましたら、国保に

は先ほどか何回も、課長も言っていただ

いているように、もう仕事を退職された

高齢者の方たちがたくさん入る、これが

国保なわけですね。７５歳過ぎたら後期

高齢者になりますけれども。

　それともう１つは、低所得の方、年金

暮らしの方だけではありません。今、派

遣で働いておられる方とか、パートやア

ルバイトで働いておられる方、若い方も

たくさんいます。こういう方たちも会社

で保険がつくってもらえなかったりとか、

そういう中で、国保に入っておられる方、

たくさんあります。また、今まで仕事を

していたけれども、その仕事を退職して、

今、無職であるという、そういう失業状

態の方もこの国保に入ってこられます。

そういう、本当に２００万円以下の人た

ちが国保の７割ですと、課長もおっしゃっ

たように、低所得の方たちがたくさん入っ

ているのが国保なんです。

　これは悪いことではなくて、反対に、

こういう人たちがたくさん入る皆保険制

度。国保というのが、それを下支えして

いるという、社会保障であるという、こ

れは本当に役割を果たしているというこ

となんですよ。ここに対して、国がしっ

かりと財政措置をするということ、これ

がないと、国保の構造的な問題というの

は決して解決はしません。もちろん社会

保険でそれ肩がわりしてくれたと言われ

ても嫌でしょうし、知事会だって国がお

金も出さへんのにそんなものを押しつけ

られても困るというふうに言うのももっ

ともだと思うんです。その中で市町村は、

本当に身近に市民と接するわけですから、

本当に市民の方が大変な状態だというの

は、国保の窓口の方が一番よくご存じだ

と思いますので、ぜひともこの値上げで

はなく、国に対して、大阪府に対して、

しっかり物を言っていただいて、この構

造的問題を本当に解決してくださいと、

そうでないと国保が持ちませんと。私た

ちはやはり国保がこれからも続いていく

ことを望んでおりますし、そのためにぜ

ひとも一緒に国保をよりよくするために

手をとり合ってやっていきたいと思いま

すけれども、その一番のネックは国が責

任をどんどん投げ出していっていること

ですし、大阪府に関して言えば、共同事

業交付金の話が出ませんでしたけれども、

この共同事業交付金、こっちは府単位で

やっている分だと思います。これが今回

の歳入では、４，６５５万４，０００円

マイナスになっていて、交付金がマイナ

スになっているわけです。拠出金のほう

はそんなに下がっていないと、２，１７

８万２，０００円。

　この大阪府の広域化支援方針というの

は、全国の各自治体でも都道府県で広域

化支援方針がつくられておりますけれど

も、全国の中でこんなにペナルティーを

かけるような、こういった支援方針って

ほとんどないんですよ。大阪府は、大変

ないろんな自分たちの物差しでこっちを

削り、あっちを削り、これをせえへんかっ
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たらやれへんぞという形で脅してきてい

ると思うんですけれども、これはそもそ

も大変おかしなことで、この間、堺市や

大阪市は国保会計が非常に好転していま

す。これは仕組みがやっぱりあると思う

んです。摂津市はこんなに苦しいので皆

さん一生懸命努力して、市民のことを守

ろうと思ってやってくださっている。で

も、大阪市や堺市が、じゃあ、先ほど言っ

ていたような、介護納付金や後期高齢者

支援金が安くなるのかといったら、そん

なことはないわけですよね。ここにはこ

の共同事業の交付金とか、そういう形で

手当が行っているから財源がよくなって

いくんじゃないでしょうか。やはりこの

仕組みそのものを変えていくように言わ

ないことには、これは本当に摂津市で一

生懸命収納のために頑張ってくださって

いても、大きな仕組みそのものがおかし

いということであれば、そちらをかえる、

これが大事なんじゃないでしょうか。市

民のほうに負担を押しつけるのではなく、

そちらに物を言う、そういう形で、市町

村連携していただいて、摂津市は市長会

の会長でもありますし、ぜひともそうい

う形での解決をお願いしたいと思います。

○森西正委員長　増永委員。これは要望

でよろしいですか。質問ですか。

○増永和起委員　質問にしてください。

答えていただきたいと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、国の構造的

問題ということでございました。

　こちらにつきましては、そういったも

のを解決する手法として、今回、都道府

県化なり、総報酬制といったものを国の

ほうで考えられたものでございます。

　確かに、こちらの財源については、そ

れを賄うに当たって、都道府県化で効率

化した運営ができることで浮くお金。そ

れと消費税を財源に、こういった構造的

課題に対して財源投資していこうという

ことになっています。確かに税金ではご

ざいます。そうなりますと、繰り入れを

ふやす、法定外の繰り入れをふやすとい

うことも、こちらも市の税金になってし

まいますので、こういった意味では、国

がルールを決めたもので繰り入れをして

いただけるようなものに、こちらとして

はルールに沿って運営を図りたいと考え

ております。

　続きまして、共同事業についてでござ

います。

　こちらにつきましては、共同事業のほ

うが拠出が減って交付も減っていると。

拠出につきましては、国保連合会のほう

で全体的に府下の必要な額を推計します。

この拠出額の決まり方というのが、前々

年度を含む過去３年の対象医療費で案分

となります。

　保険財政のほうにつきましては、所得

割とか被保数割というのも含んできます。

こういったもので、これまで過去３年見

ていますと、共同事業でいただく額が、

拠出するよりいただく額が多うございま

した。逆に多くもらうということは対象

となる医療費が多かったと。そうなると、

やっぱり３年後は拠出がふえてしまいま

す。そういったもので拠出が、逆に、今

までもらっていたけども、拠出がふえる

からこれは反対やというのはなかなか虫

がよ過ぎると言われてしまいますので、

そういったもので、拠出がふえたから反

対ということはなかなか申し上げにくい

ところではございます。しかしながら、

拠出のあり方とか、所得割の導入だとか、

こういったものにつきましては、当然な

がら摂津市にとって余り不利になるよう

なもの、こういったものについては当然

ながら府のほうには要望はしてまいりた
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いと考えております。

○森西正委員長　小野副市長。

○小野副市長　増永委員の言われている

中身は一定理解はいたします。市長会の

会長として、これからもこういう状況で

ございますから、４３市、政令市２市で

すから、実際は４１市ですけども、具体

的にまた申し入れもしていくということ

になると思います。また北摂市長会もご

ざいますし、そこへも上げていくとなり

ます。

　それで、ただ、そうはいいましても、

各市の所得の状況も相当違います。摂津

市が今、国は国として申し入れをしてい

かなきゃならないんですが、摂津市の今

の現状の中、どういう手がとれるかと、

それが大きくここにも影響すると私は思っ

ていますし、今後、議会でこの議論をさ

せてもらわなあかんのですけども。

　摂津市の今の現状は、例えば、平成１

７年経常収支比率では１１０まで来まし

た。そのときにレジャープールを廃止し

ました。ものすごく批判を受けました。

その後に味舌と三宅の件もありましたけ

ども、それが第２の夕張市かと言われた

ときでありました。

　それが１１０ありました、経常収支比

率が。その内訳の中で、平成２４年が１

００．２まで上がってきたんですが、こ

の平成１７年と平成２４年どこが違うか

といいますと、いわゆる今までも我々言っ

てきましたけど、人件費の割合が平成１

７年は３３．２ポイント持っておりまし

た。それが平成２４年度は２７．９０、

５．３下げております、人件費を。それ

でただ、扶助費が６．２延びましたから、

結局、人件費の減で扶助費が賄えたとい

うことを言っても、もう、これは過言で

はないと思っています。

　なぜ１０下がってきたかといいますと、

いわゆる交際費が当時３０持っていたや

つを１７．５まで下げていますから、い

わゆる建設事業費等々そういうもので圧

縮したというのが現状でございます。

　それで問題は、例えば繰出金のことも

ご指摘いただいて摂津は頑張ってきたと

思うんですが、繰出金はいわゆる政令市

２市を除いて、４１市町村の中で第５位

であります。これは摂津市は頑張ってき

たというふうに評価いただけると思いま

す。それで最下位のグループが箕面であ

ります。我々、いつも議論しますのは、

議会からも言われますし、皆に言われる

のは、北摂における摂津市はどんな状況

なんだということを常に問われます。と

ころが、この繰出金の中身から見ますと、

池田市とか豊中市と茨木市はもう３０位

以下に入ってくるんですね、繰出金が。

ここが物すごく圧迫いたします。

　それで市民所得では、摂津市は、市長

もいつも言っています、いわゆる財政力

が高いのは当たり前でございまして、こ

れはもうご存じのように、歳入に占める

その税の割合が、吹田市と摂津市だけと

違いますか、５２ぐらいあるんですね。

こんな市はないんです、今のところ。だ

から税収はなぜ多いかというと、これ固

定資産税なんですね、法人なんです。個

人になりますと、摂津は平成２３年度で

１人当たり見ますと１７位なんです。そ

れでこれの個人所得が一番高いのは箕面

市なんです、またこれが。箕面が１番、

２番吹田市、３番豊中市、４番池田市、

５番豊能町、６番茨木市、８番島本町、

９番高槻市も続きます。すなわち三島筋

に全部張りついてくるんですね、個人所

得が。

　ですから、ここに問題に出てくるのは

その扶助費問題なんです。当然、その所

得の関係で単独扶助費、摂津市は多分９
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億ぐらい持っております。この辺のとこ

ろをどういうふうに振り分けるか。市と

しては今後議論したいのは、そうなれば

国保のほうに最重点に入れるのか、どう

するかという議論が私はもう来ているん

だと思います。したがって、摂津の単独

扶助費は府下ナンバー１であります。と

ころが、この３５位に高槻市とか、３７

位に箕面市とか、いわゆる下のほうに今

度扶助費は北摂が来ます、全部が、ほと

んど。そうしますと、三島筋の高槻市と

摂津市と茨木市と島本町、この中へ伍し

ていこうとするならば、どの方法をとる

かということはおのずと出てまいります。

ただ、私が今思っていますのは、扶助費

の問題が上がれば、いわゆる定住とか人

口増は住みやすくなりますし、扶助費を

下げていくと今度は住みにくい、定住し

にくい、ここに私はその低所得者の方々

における扶助費問題があると思うんです。

したがって、この問題というのは一に財

政抜きにはできませんので、そうすると、

これからの議会の議論ですが、どの扶助

費、どの形を守るのかということは必ず

議論させてもらわないといかないと思い

ます。それで泉佐野市がああいう犬税と

か、それから通行税をやっている。あれ

が平成２４年度決算で一番高いんです。

私はこの摂津市の１００．２というのは

多分たばこの税収がなければ府下ワース

ト１位になっていると思います、内容的

には。それから財政力は高いのと、現実

の市民の方々の暮らしの問題に相当乖離

がある。したがって摂津市の単独扶助費

の問題があったというふうに見ていいと

思うんです。したがって、今後の経常収

支比率が１００を超えて、これはちょっ

と下がらないというふうに見ていますの

で、その中で一度議会と十分この辺のこ

とを、資料も出した上で、摂津市はこの

扶助費問題、トータルの繰出金と扶助費

問題をどうするかということを、これは

一度議論をしていかないと、個別の議論

ではもう間に合わないだろうと。ただ、

ここの問題は、この、今言っておられる

ような、摂津市として地方消費税１が１．

７上がりますし、１０になったら２．２

になってくる。その財源はどこに使うん

だという議論がまたあると思うんです。

そういうところの問題をまたやらせても

らわなきゃいけないと思います。この地

方消費税をどこで使うんだと。建設事業

なのかそれとも市民の福祉なのかはこれ

議論がかなりでます。したがってそうい

う議論も含めて、摂津市のこれからのあ

りよう、三島筋で財政力の強い市がござ

います。

　それでもう１つ、資料に出てまいりま

すが、私ども見ていますのは、経常収支

比率と、その実質公債比率が私は一番の

ポイントだと思っています。摂津は今７．

９持っています、実質公債比率。ところ

が吹田市は０．４であります。何と高槻

市はマイナスの０．１であります。とい

うことは実質公債費がないということな

んですね、ここまで来ますと。それから

箕面市が４．９、それで茨木市もマイナ

ス０．５なんです。だから茨木市は物す

ごく強いんです、財政力が。だからそこ

のところと伍していこうと思ったときに、

摂津市は何をしなきゃいけないというこ

とは、これは一度、議会とこのことにつ

いて、国保問題を議論する、扶助費問題

を議論しないと、個々の問題の中ではも

う、多分立ちいかないというのが私の今

の市の認識でございまして、その中での

第５次行革ということで、いよいよこの

３月にはお示しいたしますので、ここか

らのいろいろ議論の中で、摂津市は頑張っ

てきたと、ご努力いただいた中で、こう
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いうご指摘を受けないような努力をどこ

で集中的にやるかということの議論が必

要だということを私も思っております。

また府の市長会については、市長会の会

長をやっておりますので、厳しく国には

また求めていくような形はとってまいり

たいというふうに考えております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　ありがとうございまし

た。

　国や府に対してもしっかりと物を言っ

ていただけるということで、ぜひそのよ

うにお願いしたいと思っています。また、

副市長からもいろいろと教えていただき

ました。私どもこれからもっと大きい視

野できちんと勉強もしていきながら、質

問もしていきたいなというふうに思って

おります。

　国保に加入していらっしゃる市民の皆

さん、大変高い割合です。今、市の全体

を見ないといけないというふうにおっしゃっ

ていただきましたが、一人一人の市民の

家計もやはり子どもの医療費の助成でこ

れだけいいことがあったと、妊婦健診で

これだけいいことがあったといっても、

それが国保の値上げで飛んでしまうとい

うことであれば、これは市民として住み

続けたいと、住んでいてよかったという

ふうになかなかなりにくいところだと思

いますので、一人一人の市民の家計もやっ

ぱり全体で見ていかないといけないと思っ

ております。そのためにはこの国保の問

題はぜひとも値上げをしないでいただき

たいと、日本共産党としては思います。

要望としておきます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　なければ以上で質疑を

終わります。

　暫時休憩します。

（午後０時　４分　休憩）

（午後０時５９分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　議案第８号及び議案第１５号の審査を

行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。ありませんか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、後期高齢者医療

特別会計についての質問をさせていただ

きます。

　平成２６年度予算、１０ページの保険

料のもとになる、後期医療の被保険者数

の摂津市での推計。１人当たり医療費の

伸びの推計、ちょっと教えていただきた

いと思います。

　後期高齢者医療広域連合議会で保険料

の伸びは１．２１とされましたけれども、

摂津市の保険料負担は、数の問題もある

と思うんです、４，１００万円の増となっ

ております。府下の７５歳以上の高齢者

の６割が所得ゼロの世帯ですね。所得の

かからない、所得割のかからない世帯で

少し値上げにもなると。本市において、

所得ゼロの世帯が何％ぐらいになるのか。

高齢者の負担がふえることについてどう

いうふうに見ておられるのか。普通保険

料の低所得者の部分で普通納付をいただ

いている、こういった方でどうしても払

えない滞納者がふえないか。お考えをお

聞かせいただきたいと思います。

　あと健康診断の事業ですとか、肺炎球

菌ワクチンの接種などの事業についても

お聞かせいただきたいと思います。受診

率とか接種率。集団健診で、国保とあわ

せてメタボ健診なんかをやっていただい

ていますので、摂津市は比較的高いほう

だと思うんですけども、受診を伸ばす、

そういう拡充の考え方、お聞かせいただ

きたいと思います。
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　それからあと葬祭費の支給、これはも

う今、改善しているということも後期高

齢者医療広域連合議会でも言われていた

んですけど、とり上げられておりました。

葬祭費の支給の周知などについてもちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。

　それから、補正予算のほうですが、決

算見込みの補正で５％ぐらいとはいえ、

保険料の３，４００万円の増は予算との

乖離がちょっと大き過ぎないかと。最初

に無被保険者の増というのが織り込み済

みではないかと思いますので、このあた

りもお聞かせいただきたいと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、被保険者数

の状況でございます。

　制度が平成２０年度に発足しまして、

既に平成２５年度で６年目を迎えます。

被保険者数につきましては、５，５０２

名が制度当初の年度末被保数でございま

した。年々高齢化の進展に伴い増加して

きております、平成２５年３月末では７，

０６０名、現時点で、平成２５年１２月

末現在で７，２８０人が被保険者数の状

況でございます。来年度につきましても

２００名ぐらいの増が見込まれておりま

す。

　続きまして、医療費の状況でございま

す。

　医療費につきましても年々増加はして

きております。１人当たりの医療費でご

ざいますが、平成２０年度につきまして

は、１１か月分の医療費でしたので、１

人当たりは７７万１，０００円ほどの１

人当たりの医療費でございました。平成

２４年度末でございますが、１人当たり

１０２万３，３５２円が摂津市の実績で

ございます。

　続きまして、特定健診の受診率の関係

でございます。予防接種の接種率のほう

はこちらのほうで掴んでおりません。申

しわけございません。特定健診のほうで

申し上げさせてもらいます。

　特定健診につきましては、平成２４年

度の受診率が直近のデータとなっており

ます。１８．０９％が特定健診の受診率

となっております。

　保険料につきましてですが、平成２６

年度保険料改定ということになります。

改定に当たりましては、保険料の賦課に

ついては広域連合のほうが賦課決定いた

しますことで、こちらのほうで保険料云々

はできないんですが、広域連合のほうの

当初の見込みでは７．７３％の伸びを見

込んでおりました。その後、医療費など

の精査をされ、１．２１％まで１人当た

りの保険料は下げた予算ということでお

聞きしております。

　また軽減の拡充がございましたことか

ら、軽減の拡充を反映させた場合は、ほ

ぼ横ばい、前年度並みになったというこ

とを聞いております。

　もちろん後期高齢の方につきましても、

国保と同じく、保険料軽減の拡充がされ

ておりますので、５割、２割の方も保険

料の軽減がかかりやすくなっております。

　続いて葬祭費の周知でございます。資

格に関しましては国保年金課のほうの窓

口で資格の喪失等は受け付けさせていた

だいておりますので、お亡くなりになら

れた方につきましては葬祭費のほうの申

請もあわせてさせていただいております。

　また、年に１度、未支給、亡くなられ

ているのにもかかわらず申請しておられ

ないという方につきましてデータを抽出

させていただいて、通知のほう、葬祭費

の申請がまだですよということでご案内

はさせていただいております。

　続いて、補正のほうについてですが、

委員おっしゃるとおり、３，４００万円
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増額補正させていただいております。被

保数の伸びが予想以上に伸びているとい

うところもあるんですが、滞納の保険料

とかの分についても、収納が入っており

ますので、滞納分の保険料分のほうにつ

いては広域連合で見込めませんので、そ

のあたりの収納増も含めて保険料の補正

という形になっております。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　被保数の増加とか、そ

れから１人当たりの保険料の増加。被保

数がふえて、１人当たりの医療費もふえ

ると。そうすると、保険料が６年間もっ

ていますけども、２年ごとにどんどん上

がっていくと、これ構造的なやっぱり問

題があるんですね。これもしっかり、わ

ずかな金額であっても値上がりをしてい

くということについては、やっぱり国に

解決というか、求めていっていただきた

いと思います。

　年金がことしは本当に減額をする、そ

して消費税が上がるという中での、保険

料の、わずか例えば所得ゼロのところで

年間８０円から１００円というような金

額であったとしても、やっぱり高齢者の

暮らしは大変ですから、しっかり制度改

善を求めていただきたいと思います。

　受診のほうは非常に、１８％、府下で

もこれは高いほうなんです。けれども、

お年寄りもしっかり健康、病気にかから

ない予防、しっかり進めていただいて、

葬祭費のお知らせもデータ抽出をしてい

ただいているということを聞きましたの

で、ぜひしっかりお知らせいただいて、

高齢者の健康を守っていただきたいと思

います。

　３，４００万円も保険料滞納分、ちょっ

と首をかしげるところもあるんですけど

も、そういう意味では、保険料、しっか

り納めていただける方には本当にご苦労

いただいていると思いますけれども、保

険料が上がらない、これも本当に非常に

国が制度的にコントロールしている部分

ですので、現場として広域連合議会に任

せるのではなくて、市からも上げていた

だきたいと思いますので、要望としてお

きます。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　後期高齢者の方は、特

別徴収と匹敵するぐらい普通徴収の保険

料の方が多いということで、これはやっ

ぱり高齢者の助成が多いのかなと。年金

が無年金だったり、少なかったり、そう

いうことかなというふうにも思うんです

けれども、滞納ということにならざるを

得ない場合もあるかとは思うんですが、

資格証の発行ですとか、それから差し押

さえですとか、そういうことがないかど

うか、お聞かせいただきたいのと。

　あと国保は摂津市では一部負担金の免

除、非常に市民の皆様に喜ばれて使って

いただける制度になっています。窓口で

も親切に対応していただいています。と

ころが、後期高齢者になると、なかなか

使いづらい制度になっていると思うんで

すけれども、この一部負担金免除の制度

も使われているのかどうか、これについ

てお聞かせください。たとえ１割といえ

ど、やはりその１割がしんどいというこ

とで、受診抑制につながらないようにお

願いしたいと思います。数をわかればお

聞かせください。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、資格証と差

し押さえの状況でございます。

　後期高齢者の方につきましては、資格

証のほうの発行はいたしておりません。

差し押さえにつきましても現時点では実

績はございません。

　続いて、後期高齢者の一部負担金免除
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の状況でございます。

　平成２４年度につきましては、昨年、

災害に遭われた方が１件、申請がありま

した。平成２５年度につきましては、現

時点では該当はございません。

　また要件につきましては、災害や住宅

家財に著しい損害を受けたときや事業の

休廃止、失業により著しく収入が減少し

たとき。ここにつきましては、あくまで

本人だけではなく、主たる生計維持者、

息子さん等が世帯主であればそういった

場合も該当するというふうに聞いており

ますので、この辺につきましても丁寧に

周知をしてまいりたいと考えております。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　差し押さえも資格証の

発行もないということで安心をいたしま

した。また、今後ともそういうことのな

いように、ぜひよろしくお願いします。

　一部負担金の減免につきましては、や

はり高齢である方の場合に、本人さんが

事業の休廃止とか失業とかというのは結

構珍しいケースだと思われますので、家

族の方もということはぜひしっかりと周

知していただきたいなというふうに思い

ますし、またひとり暮らしの高齢の方が

本当に医療費に困るということのないよ

うに、ぜひまた市からも広域連合のほう

に声を上げていただいて、使いやすい制

度にということでお願いしたいと思いま

す。要望としておきます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　それでは、なければ以

上で質疑を終わります。

　続きまして、議案第３４号の審査を行

います。

　本件につきましては補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　増永委員。

○増永和起委員　一般会計の中でもこの

問題に関してはいろいろと質問をさせて

いただき、意見も言わせていただいたの

ですが、障害のある方が障害の３級とい

うことで認定を受けまして、私も先日一

緒について、どういう制度が受けられる

のかということで、冊子も見せていただ

きながら説明を聞いたところなんですけ

れども、やっぱり１級、２級ですと、い

ろいろと使える制度があります。だけど

も、３級、４級となると、なかなか本当

に経済的に助かるというような制度が少

ないというのが、本当に実感をしました。

お仕事もなかなかできないような状況に

なっておられる方だったんですけれども、

経済的に本当に医療費を援助するという

ようなことでは難しいなあというふうに

思いました。

　その中で、この摂津市の老人医療費の

助成というのは、私がついていった方は

まだ若かったのでこの対象ではなかった

のですけれども、高齢になられると、こ

の制度が使えて、一部負担で窓口５００

円とか１，０００円で医療が受けられる

ということでは、非常に喜ばれていた制

度だと思うんです。

　ここに６０歳以上でしたね、たしか。

２割負担が医療費としてかかってくると

いうことは非常に厳しいというふうに思

います。この制度についてやっぱりこれ

は改悪だと思いますので、やめていただ

きたいと思います。

　いろいろ一般質問のところで聞きまし

たので、これは要望で結構でございます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、この廃止を決め

られた理由をまた聞きたいと思うんです。

というのは、７０歳、先ほど言われた障

害者認定３級を受けておられる方の話を
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お耳にして、今までは窓口負担５００円

で済んでいると。この春から、そうする

と、なので２割負担なんですかね、現行

でいくとね。でも、７０歳になっても２

割負担のまま、ことしは特にね。そうい

うことになると、きついじゃないかと。

この方、だからなるべく病気にならない

ようにということで、それこそ市のいき

いき体操なんかにも参加しておられて、

一生懸命健康づくりを頑張ってきたのに

がっかりすると。こういう声が出てくる

という廃止なんですよね。こういうこと、

それこそ市民に与える影響というか、しっ

かり考えて決められたのか。

　この福祉の制度というのは財政を理由

にしたらいかんと思うんです。それこそ

生活保護の裁判なんかでもそうですけど

も、福祉を守るということは、自治体の

第一義的な役割で、しっかりと福祉、必

要な分、しっかりとそこで対応する。そ

の財政を持ってくるというのはそれこそ

市の役割ですから、お金のあるなしで福

祉の制度を後退させるということはいか

んと思うんですけども、どういう検討を

されたのか、お聞かせいただきたいと思

います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　まず、廃止に当たっ

ての検討ということでございます。

　まず、老人医療制度につきましては、

本会議、一般会計のほうでもご説明させ

ていただきましたとおり、２つのものが

ございます。６５歳以上の方を対象に、

窓口負担を１割とする老人医療費助成と、

障害者手帳の３級、４級をお持ちの方、

被爆者手帳をお持ちの方を対象に窓口負

担を１日５００円までとする、一部負担

金助成がございます。

　前段の老人医療費助成につきましては、

まず６５歳から６９歳の方、１割という

ことで、老人医療証のほうをお渡しさせ

ていただいているんですが、今回、７０

歳の方がこれまで２割、法律上２割でし

たが、１割に据え置かれていました。次

の４月からはそれが段階的に、新たに７

０歳になられる方から段階的に２割に戻

すということで、国のほうが方向性を出

されました。

　そういったことになりますと、これま

で１割だった方が、逆に７０歳になって

２割、また７５歳になって１割という世

代間の逆転現象が出てしまいます。こう

いったこともございまして、老人医療費

助成、この部分については廃止せざるを

得ない背景がございます。

　摂津市のほうとしましては、これまで

府下で最後までこの制度を維持してまい

りましたが、やはりこういう国の動きに

合わせて廃止せざるを得ない状況になっ

たものでございます。

　また、一部負担金助成につきましても、

これまで市単独ということで、こちらに

つきましても助成はさせていただいてお

りました。そもそもの話にはなってしま

うんですが、老人医療制度ができました、

昭和４７年の当時というのは、国民会議

の報告で出されております、１９７０年

代のモデルのその時期に創設されたもの

です。当時といいますと、高齢者の割合

が非常に少なく、終身雇用でご主人さん

は働かれて、奥様は自宅で子育てをされ

ているような時代の背景のもと、つくら

れたものでございます。

　しかしながら、現在、支えられ手であ

る高齢者の方が非常にふえてこられたと。

逆に支え手の方が非常に少ない状態になっ

てきました。

　一定制度の目的でありました、高齢者

の長寿ということにつきましても、非常

に高齢長寿というものは目的は果たして
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いるものではないかと思います。

　そういった背景がございますことから、

今回、国の動きに合わせまして、これ以

上、制度としてはなかなか維持するのが

困難ということの背景もございまして、

今回廃止をお願いしているものでござい

ます。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　今の答弁を聞かせても

らったら、改悪ではないとは言えないん

ですよね。

　国のそれこそ制度がこう、７０歳以上

をめぐる情勢としては悪くなっていく中

で、それを後追いするような話になって

はいないかと。

　やっぱり国の制度改革にも反対しても

らいたいですし、代表質問のときには、

南野議員の代表質問のときに、健康づく

りにシフトしていくのでというようなこ

ともちょっと出ていたんですけども、そ

れにかわるもので、この市民に対して、

今、これから廃止をされる市民に対して

負担がどこかにかわるというものではな

いわけですから、しっかりとこの辺は維

持すべきだと思うんですけども、ちょっ

と納得できるもの、もう一度お願いした

いと思います。

○森西正委員長　安田課長。

○安田国保年金課長　確かに健康づくり

のほうにシフトということで、老人医療

制度につきましては廃止させていただき

まして、今後の健康づくりのほう、子育

て、次世代への投資という形にも今後方

向性のほうも変えさせていただいている

ところではございます。

　ただ、先ほど障害者手帳３級、４級を

お持ちの方が３割になられる。確かにこ

ういった部分につきましても、いろいろ

こちらのほうも検討させていただいてい

ます。

　国の制度としましては、後期高齢者の

ほうは障害者手帳３級、４級をお持ちの

方について、６５歳以上の方になるんで

すけれども、後期高齢者制度へ移行がで

きるという制度もございます。そういっ

た場合、医療が１割で受けられると。確

かに保険料の逆転が、一般的に所得が少

ない方については、後期高齢にいかれた

ことによって保険料もお安くなる、医療

費負担も１割になると。そういった部分

もありますので、いろいろな制度を周知

しながら、負担をなるべく抑えるように、

周知はしてまいりたいと考えております。

○森西正委員長　堤保健福祉部長。

○堤保健福祉部長　安田課長の答弁に補

足をさせていただきたいと思います。

　福祉医療制度、福祉医療費の助成制度

を含む医療保険制度等の見直しにつきま

しては、国、それから府の方向性や他の

市町村の動向をうかがってきたところで

ございます。

　老人医療費の一部負担金助成制度につ

きましては、これまで多くの市町村が府

制度に上乗せを行ってきておりました。

現在では、本市を含め実質３市という状

況でございます。実施している市につき

ましても、吹田市と茨木市においては非

課税世帯に限定をしているという状況で

ございます。

　一方、府のほうは、平成２４年度に平

成２５年度をもって廃止するという意向

を実は示しておりました。ただ、国が社

会保障制度改革国民会議を設置しました

ところから、その結果を踏まえて再度検

討をするとしております。

　平成２４年度の第２回福祉医療費助成

制度に関する研究会、平成２４年８月２

４日に開催したものでございますが、そ

こにおいて、現時点では安定した医療保

険制度や国の公費負担制度の見通しが立
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たず、一部先行して見直しを実施しても

制度の見直しが避けられないため、財政

構造改革プランにおいてめどとされた平

成２５年度における抜本的な見直しにつ

いては一旦見合わせることとする。国に

おける医療保険制度等の見きわめができ

た段階で、研究会でのこれまでの検討結

果を踏まえ、持続可能な制度の構築に向

け、改めて検討すると結論づけておりま

す。

　ただ、研究会でのこれまでの検討結果

と申しますのは、老人医療費の一部負担

金助成については全廃をして、障害者医

療に統合するというものでございました。

　摂津市としましても、今まで頑張って

きて、続けたいところはやまやまではご

ざいますけれども、もう皆さんご存じと

は思いますけれども、国民改革会議の中

で、都道府県は医療計画というのを持っ

ています。結論としては、２０２５年を

迎えて、市町村が医療保険を持つことが

もう難しい。つまり財政的な運営も含め

て、都道府県がそれを担うことによって、

医療計画と国保保険者としての都道府県

がそれを一体的につくることによって、

２０２５年に向けて有効な対策を考えて

いくという責を担うためにそういう改革

をするんだというような結論が出ており

ます。これまで市町村が国に対して要望

を上げてきました、市町村の財政ではも

たないということが背景にあって、こう

いう形で結論が出ている中で、市町村が、

府がやめようとしている老人医療費の一

部負担金助成をこれ以上続けていくこと

ができないという、非常に残念ではあり

ますけれども、国が不十分ではあります

けれども、２０２５年に向けて一つの結

論を出していく中で、私たちもこれに向

かって協力をしていかなければならない

部分でございます。

　あと、安田課長申し上げましたように、

あとのフォローにつきましては、今、考

えられる限りのフォローをしていきたい

というふうに考えております。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　いろいろ制度の説明も

していただきましたけども、制度変更ま

では持っておくということは可能ですよ。

できること、ぜひ続けていただきたい。

　後期高齢者への移行は、それこそ今ずっ

と、後期高齢者の制度スタートのときに

比べたら障害者の方移行と非常に減って

います。使えるものがあるならぜひ移行

をお勧めしていただいたらいいと思うん

ですけども、それでもなおかつそうでは

ない方も、当然、被爆者やら何やらいっ

ぱいいらっしゃるわけですからね。本当

に制度改悪というか、もう制度がもてな

い、市町村から全部医療計画を手放して

しまうということになるのかどうかわか

りませんけども、それまでは持っておけ

るということではないのかなと思うんで

すけども、それも無理ですかね。

○森西正委員長　堤保健福祉部長。

○堤保健福祉部長　先ほども申し上げま

したように、国民改革会議で一定の結論

が出ています。

　２０２５年問題というものを考えたと

きに、医療費は１０年間で１．７倍、介

護サービス費も２倍になるという推計が

出ております。今のままで行くと、医療

費は少なくとも、その支え手が減ってい

ることも考えますと１．７倍では済まな

い、２倍以上になっていく。介護の保険

料も２倍以上になっていくというような

状況です。

　国の財政の心配を私たちがするのもな

んですけども、やはり国民でもございま

すので心配もしなければならない。今、

４０兆ほどの税収しかございません。そ
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の中で社会保障費が十分賄えていないと

いう状況があり、国際的な信用をなくし

てしまうと為替が非常に下落をして、国

民生活にも大きな影響を与えます。円が

紙切れになってしまいます。そういう意

味で不十分ではありますけれども、一定、

国が結論を出して消費税を上げたという

ことに関しては、私は個人的には消費税

が上がるということは反対ですけれども、

日本という国が世界の中で成り立ってい

く、あるいは日本の今、行っているこう

いう社会保障制度を維持していく上では

やむを得ないことなのかなと思っていま

す。

　北欧では２５％の消費税という例もご

ざいます。もちろんその２５％の消費税

であっても、国民が安心できるシステム

がそこでは築かれていると思います。ま

だまだ日本の今の制度は不十分な部分は

たくさんあると思います。やはり今の若

い方は将来に対して漠然と不安を感じて

おられると思います。今の日本という状

況は私は非常にすばらしい状態だと思い

ます。しかし、１０年後に医療費が１．

７倍、介護サービス費が２倍になったと

きに、支え手が支えられるか、どんな状

況になるんだという皆さんが抱えている

不安は非常に大きいと思います。その中

で一つの方向性が示されているというこ

とでございます。この中で皆保険を最後

まで守っていくためにこういう制度改革

をやるということを私は信じております

ので、１人の市民として、あるいは１人

の国民として、この方向性に協力をせざ

るを得ないと思っております。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　国民会議の議論は私ら

も見ていまして、そのためにそれこそ消

費税を上げて、それこそ国保も広域化し、

財布をそれこそ拠出金１つのプールを１

つつくっていくとかの方向性がもう着実

というか、順番にやっていかれているわ

けなんですけれども、しかし、その将来

像というのは、国民会議の中でも本当に

国民負担を減らして安心の医療が確立で

きるかといったら全然見えてきていない

んです。そういった不安の中で、やっぱ

り市が、今できることなら、やめてしま

わずに持っておいてもらいたいなと思っ

ております。

　この辺はそれで要望としておきますが、

ぜひこれからの行革も含めて、いろいろ

こういった制度改正というか出てくると

思うんですけども、しっかり市民を守る

という制度というのは守っていただきた

いと思いますので、要望としておきます。

○森西正委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　なければ以上で質疑を

終わります。

　続きまして、議案第３９号の審査を行

います。

　本件につきましては補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　増永委員。

○増永和起委員　国民健康保険の法定軽

減を広げるということで、これについて

は非常によいことだろうと思います。消

費税の充てられる福祉の部分がこのとこ

ろに当たるという、その割合というのは、

非常に消費税の増税の中からたったこん

だけかという思いはあるんですけれども、

これそのものについてはいい内容だとい

うふうに思っています。

　ただ、今回の摂津市の国保料の改定で、

法定軽減がかかる世帯まで値上がりする

ということについては、やはり問題があ

るなというふうに思います。

　それから、限度額の問題でいきますと、

中間所得層が本当に軽減に当たるのかと
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いうところでは、そうではないのではな

いかというふうに思います。中間所得層

世帯、５００万円の所得の方でも、７７

万円のところでしたら、そこが限度額に

なったのに、今回８１万円になってしま

うということで、７７万円を超えてしま

うというようなご家族もあります。やは

りそこは考えなくてはいけないのではな

いかなというふうに思っております。こ

の問題についてはまたしっかりと国保の

中でどんなふうに市民に影響が及ぶのか

ということも考えながらやっていただき

たいと思います。要望で結構です。

○森西正委員長　ほかにございますか。

よろしいですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　なければ以上で質疑を

終わります。

　暫時休憩します。

（午後１時３４分　休憩）

（午後１時３８分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　議案第７号及び議案第１４号の審査を

行います。

　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　市来委員。

○市来賢太郎委員　それでは、介護保険

特別会計予算の件で質問したいと思いま

す。

　まず、これ、被保険者数、人数につい

て教えていただきたいのと、あと近年の

推移についてお伺いいたします。

　それと、当初予算の主要事業一覧にも

載っておりました、予算概要の１８８ペー

ジの介護予防普及啓発事業というのは、

ノルディックウオーキングとか書いてあ

るやつだと思うんですけれども、それに

ついて具体的にどんなものを企画されて

いるのかお聞かせいただきたいと思いま

す。

○森西正委員長　石原課長。

○石原高齢介護課長　それでは、私のほ

うから被保険者数の推移ということでお

答えさせていただきます。

　第１号被保険者数としまして、平成２

３年度が１万７，４７６人、平成２４年

度で１万８，４５８人、最新としまして、

今年度平成２６年の２月末現在でござい

ますが、１万９，３６３名というふうに

なっております。

○森西正委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　それでは介護予

防啓発事業の中のノルディックウオーキ

ングについてご説明させていただきます。

　ノルディックウオーキングにつきまし

ては、まちごとフィットネスヘルシータ

ウンせっつ事業として、平成２５年度に

別府一津屋コースという新しいウオーキ

ングコースができましたので、そのコー

スを活用するものです。ポールを持ち、

ウオーキングをするということで、通常

の歩行と比べエネルギー消費量が２０％

程度増すと言われております。

　ノルディックウオーキングには、ポー

ルを持つことで肩や首の筋肉をほぐし、

血行をよくするとか足の指の力がつくと

いうことで、転倒予防にもつながる、あ

るいは姿勢を正して歩きますので、胸郭

が広がるということで、高齢者の方々の

介護予防に大変効果があるといわれてい

ます。新しいコースを活用し、高齢者の

方自身がお元気になっていただくことに

あわせ、ご近所の方、皆さんで歩いてい

ただくということで、グループづくりと

いう形でも展開できればと考えておりま

す。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　被保険者数について

お答えいただきまして、年々１，０００
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人ほど増加されているんだなというのが

わかりました。

　それと次の介護予防普及啓発運動につ

いて、ノルディックウオーキングという

ことをお伺いしましたけれども、普通に

歩くよりかはポールを使って歩くと、全

身運動になって、おっしゃるとおり姿勢

もよくなったりだとか、エネルギー消費

に至っては２０％もアップするようで、

本当に介護予防という点ではものすごく

注目すべき点だなというふうに思います

ので、これからもどんどんと皆さんに周

知していただきたいと思います。

　まちを歩いておりましても、最近、普

通に歩いておられる方もいますけれども、

時々集団で１０人ぐらいの方で棒を持っ

て歩いている方もお見受けしますので、

これからもこの取り組みについてどんど

んと進めていっていただきたいと思いま

す。

　それから、今後、また、これから考え

られるほかの取り組みについて、想定さ

れていることでもあれば、少しだけでも

お聞かせ願いたいと思います。

○森西正委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　介護予防という

視点でお話をさせていただきますと、今

まではどちらかというと身体機能をアッ

プするという考え方が多かったと思いま

すが、今後、２０２５年を見据えて介護

予防をどう考えるかといった際には、高

齢者の方が出かける場づくりとか、集え

る場づくりとか、そういった意味もトー

タル的な介護予防、閉じこもり予防、介

護予防と言われておりますので、今後、

平成２７年の介護保険の改正も見据えま

して、地域においてそういう集える場、

集えて体操ができれば一番いいと思いま

す。そういう場についての検討を進めた

いと思っています。

　もう一つ、このたび、保育所とか幼稚

園において体操を高齢者自由参加型とい

うことで、計画をしております。これも

体操することプラス子どもたちの元気な

姿をみることで、高齢者の方がエネルギー

をいただいていたり、自由参加というこ

とで、気軽にご参加いただいて、その中

で仲間づくりにつながっていけるよう園

長会や所長会、関係機関と連携をとりな

がら、拡大できるように進めていきたい

と考えています。

○森西正委員長　市来委員。

○市来賢太郎委員　ありがとうございま

す。

　今後、集える場についての検討や幼稚

園、保育園での体操ということをご検討

されているみたいで、ノルディックウオー

キングと集える場で皆さん集まって健康

についてを語っていただいたりだとか、

幼稚園でお子さんの元気な姿を見ていた

だいて、またご自身も若返っていただく

ような取り組みとかをされていくと、今

後介護が必要となる方を減らしていく前

の準備の活動だと私は認識しております

ので、とてもよいことだと思うので、ど

んどんと頑張っていただきたいと思いま

す。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　増永委員。

○増永和起委員　介護保険はこの第５期

せっつ高齢者かがやきプランの最終年度

になると思います。

　このかがやきプランの中に介護給付費

の推計ということで、各年度ごとの金額

が上がっています。もちろんこれはプラ

ンですから、このとおり予算が組まれて

いくというわけではないと思うんですけ

れども、今、介護保険、保険料に対して

給付の状況というのがどうなのかと。今

度、またこの平成２６年度で新たなかが
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やきプランをつくっていかれるわけです

けれども、もちろんサービスの中身やそ

ういうものもありますけれども、一つ、

やはり介護保険料が一体幾らになるのか

というのが、皆さん、高齢者の皆さんは

一番の関心ごとであると思います。年金

からもう天引きになってしまうので、こ

の介護保険料の負担というのが大変きつ

いという声をよくお聞きしています。

　以前の私の質問の中で、基金が積み上

がっていっているのではないですかとい

うこともご指摘させていただきました。

今回、基金が今まで以上に大きく繰り入

れられている、当初予算で、ことになっ

ていると思うのですが、また、補正でど

んどんと積み上がっていくということに

なってしまえば、また介護保険料は上が

るけれど、基金は積み上がった状態にな

るというふうなことが起こってくるので

はないかという懸念があります。その辺

についてご説明いただきたいと思います。

　それから、このかがやきプランよりも

低い額になっているような部分がありま

す。地域密着型介護サービス給付費、こ

のかがやきプランで行くと、平成２６年

度は総合計ですから５億８，５９４万３，

０００円ですかね、かがやきプランの総

合計でいくとね、地域密着型サービス。

ところが、実際の介護サービスの今年度

の予算というのは、そこに及ばない金額

になっていると思います。この辺につい

てはどういうふうなのか教えていただき

たいなと思います。

　３億８，８５９万５，０００円が本年

度の予算ですよね。具体的な地域密着型

サービスというものがどういうものが行

われているのか。例えば、夜間対応型訪

問介護とか、地域特定型特定施設入居者

生活介護とか、そういうふうなところは

プランでももともとゼロにはなっている

んですけれども、摂津市としてこの辺の

サービス、どんなふうにされているのか

ということもお聞きしたいと思います。

　それから、私も勉強不足でわからない

んですけれども、今、「サ高住」という

んですかね、サービスつき高齢者住宅と

いうのが摂津の地域でも幾つかできてい

ますが、その中で介護サービスを使って

おられる方の、そういう部分はこの中の

どこに一体入るのかというふうなことも

聞かせていただきたいなというふうに思

います。

　よろしくお願いします。

○森西正委員長　石原課長。

○石原高齢介護課長　それでは私のほう

から、まず１つ答弁のほうをさせていた

だきます。

　まず、この第５期かがやきプランの推

計ということでございますけども、給付

費につきましては、平成２４年度で計画

と比較しまして、ほぼ９９％の執行となっ

ております。平成２５年度につきまして

も、まだ今、見込みですけども、ほぼ９

８から９９％の執行になるであろうと、

今のところ考えております。

　その部分で行きますと、先ほどおっしゃ

られました基金のほうですね。平成２４

年度で約１億２，０００万円積み上がっ

ておりました。そこから平成２５年度の

当初予算で３，７３４万１，０００円の

ほうを取り崩しをしまして、基金の利子、

または精算による積み立てということで、

平成２５年度の見込みは１億３，５００

万円となる見込みとなっております。

　それから、本年度、平成２６年度新た

に当初予算のほうで繰り入れのほう、約

７，１００万円、それと積み立てで５０

０万円という形になっておりますので、

平成２６年度末としましては、おおよそ

６，９００万円の基金残高になるという
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ふうに見込んでおります。

　保険料につきましては、今、国のほう

で法案が審議中でありまして、その中で

どういうふうなサービス提供、介護予防

のほうでありますとか、地域支援事業で

ありますとか、その辺の内容が見えてか

らどのような保険の水準で、またサービ

スの水準をしていくかということを検討

していかないというふうに思っておりま

すが、保険料をできるだけ軽減できるよ

うに、この基金につきましては、今のと

ころ全て保険料の軽減に充てていきたい

というふうに考えております。

○森西正委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　それでは、地域

密着型サービスの施設数等についてお答

えさせていただきます。

　現在、計画には、おっしゃるように、

建つことを想定した計画の数が挙げられ

ていますけれども、摂津市内には現在、

定期巡回随時対応型訪問介護看護と夜間

対応型訪問介護については、まだ今のと

ころございません。

　あと小規模特養につきましては、開設

がおくれていましたが、来年度４月オー

プンということで予定をしております。

　あと複合型サービスについても、現在、

事業所はがございません。

　それ以外の平成２４年度の計画当初か

ら開始しております地域密着型の認知症

対応型通所介護や小規模多機能型居宅介

護等については、計画値に近い形で推移

しております。

　もう１点、サービスつき高齢者住宅に

ついては、介護保険の施設ではありませ

ん。あくまでも一つのアパートといいま

すか、集合住宅というような概念のもの

ですので、中に入っていらっしゃる方が

ご利用になられるのは、居宅のデイサー

ビスやヘルプサービス、ケアマネジャー

のプランによる居宅のサービスというこ

とになります。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　ありがとうございます。

　今、基金は全て繰り入れて新たな保険

料の軽減にということで言っていただき

ました。

　その言葉は、平成２４年のこのかがや

きプランが始まる前にも、市の答弁とし

て行われていました。今と同じように、

年度の当初には基金を取り崩した金額を

一般会計の中に、介護保険の会計の中に

入れていただいて、積立額はわずかだと

いうふうな形が、年度の当初、毎回そう

いうふうになっていますが、補正の予算

のほうで大きな金額がどんと繰り入れら

れて、それが基金へ積み上げられるとい

う形が今回まで続いてきたから、基金が

取り崩したにもかかわらず積み上がって

いると、前よりももっと積み上がってい

るということが出てきたわけです。

　ですから、今回も年度の当初はこうい

う形で結構大きな額を取り崩して入れて

いただいてますけれども、平成２６年度

の末が本当にこの金額になるのかどうか

ということは、私たちとしては、この間、

介護保険は黒字会計でずっと来ています

から、また補正で積み上がるのであろう

というふうに思うわけです。

　そこも含めて、しっかりと次の介護保

険料の軽減に向けて、それを全部使って

いただくように、ぜひともお願いをしま

す。

　その見通しについて、もう一度お話を

してください。

　それから、地域密着型サービスのとこ

ろでは、なかなかそういう施設がまだ建っ

ていないというお話でした。要望はたく

さんあると思います。これからまた介護

保険の中身が、国の改正によっていろい
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ろ変わってくるという中ですけれども、

やはり本当に必要な方々に、しっかりサー

ビスが届くようにお願いしたいと思いま

す。

　サービスつき高齢者住宅というのは、

やはり今お話しいただいたように、介護

のきちんとしたそういう施設としてつく

られているものではないということです

ので、居宅のサービスにあくまでなると

いうことで伺いました。

　摂津市でできているものがどういう内

容なのかということについても、きちん

とやっぱりチェックもしていただいて、

他市では限度額まで介護サービスを使う

ようなことを入所している方の意思とは

無関係に行われていたりとか、そういう

ふうなことも伺ってもいます。

　本当に高齢者の皆さんが安心して老後

の時間をしっかりと健康に過ごせるよう

に、制度を活用していただきたいなと思っ

ております。

　今後の国の動向いろいろあるとは思う

んですけれども、やはり摂津市として、

市民の立場に立って、要支援の方につい

ても、その内容を今まで介護保険の中で

しっかり見てきていただいた部分という

のを、ボランティアの方が肩がわりする

とか、そういうようなことを本当にでき

るんだろうかと、あちこちの市町村から

も、そんなことは難しいということが、

声が上がっているというふうに聞いてお

りますが、摂津市としては、そういう問

題についてどう考えておられるのか、ぜ

ひ、お聞きしたいと思います。よろしく

お願いします。

○森西正委員長　石原課長。

○石原高齢介護課長　まず、保険料のほ

うでございます。今現在、先ほど申しま

した６，９００万円という数字ですけど

も、それから、今年度、実質収支が出ま

して、それから国、府への精算というの

が出てきます。それが出てくると、その

分については準備基金のほうに積む、ま

た足りなければ基金から支出するという

形になるかと思うんですけども、それと、

今現在、被保険者の数も先ほど申しまし

たように、かなりの数でふえてきており

ます。特に、これまでの前期高齢者から、

後期高齢者と言われる方が伸びておりま

すので、後期高齢者が伸びますと、前期

の伸びに対しまして、どうしても給付費

のほうも伸びていくという傾向になって

おります。

　そういうふうな、今後、当初見込んで

いた以上の給付が出る可能性もあります

ので、そういうところにもこの準備基金

というのは使っていかないといけないと

いうふうには考えておりますけれども、

最終、準備基金の残につきましては、先

ほど申しましたように、第６期の保険料

の軽減に当ててまいりたいと考えており

ます。

○森西正委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　要支援の方への

対応についてですが、要支援認定の方の

訪問介護と通所介護については、予防給

付から地域支援事業にということで、地

域で支えていくシステムを市町村独自に

つくっていきなさいという方針が示され

たわけですが、やはり介護保険制度を存

続をしていくためには制度の工夫が必要

で、このまま保険給付でというわけには

いかない現状になっていると認識してい

ます。

　ただ、やはり介護保険サービスについ

て思いますのは、やっぱりヘルパーが来

てくださって、サービスを受けるという

こともとても大事だったり、ボランティ

アでは提供できないサービスの提供をヘ

ルパー資格をお持ちの方によってなされ
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ているという現状も確かにあるとは思い

ます。やはり件数がじゃあ２倍、３倍に

なってもそういう対応でできるのか、あ

るいはそのサービスのほうが望ましいの

かということを考えたときに、やはり、

隣同士のつながりや、乳酸菌飲料の話に

なりますが、やはり横のつながりをつくっ

ていこうというような視点も一方必要で

はないかと考えていますので、今までの

専門職である訪問介護員によるサービス

を受けないといけない方については、や

はりそれを確保していくということが大

事と思いますし、またそうではなく、地

域での見守りや、新たなサービスを創設

する中で支え合いをしていくというよう

なこと、また高齢者自身も支える側に立

つというような、そういうシステム、お

互いに支え、支えられということで、よ

り元気になっていただく、やりがいを持っ

ていただくということ、双方大事にしな

がら、よりよい摂津市オリジナルのサー

ビスをつくっていく必要があるというよ

うには考えています。

　予防給付が一方的に切られるというよ

うな受けとめ方ではなく、本来どんなサー

ビス提供がよかったのかという視点に立っ

て、サービスを組み立てていければと考

えています。

○森西正委員長　増永委員。

○増永和起委員　介護保険というのは、

本当に利用されている方というのは、給

付を受けておられる方というのは、介護

保険料を支払っている方の割合から比べ

ると非常に少ないと、皆さんやっぱり年

金から天引きで払っているんだけれども、

自分が本当にその給付を受けるかどうか

ということでいうと、非常にそういう給

付を受ける方は少ないというふうなこと

があります。

　一つはお元気でということもあるんで

すけれども、もう一つは、介護保険の利

用料、これが払えないというような方も

もちろんいらっしゃって、あえてもうそ

ういう認定も受けないとか、認定を受け

ていてもサービスを使わないとか、そう

いう方のこともいろいろと聞いておりま

す。

　そういう中では、やはり介護保険料そ

のものが、まず下がらないといけないと

いうふうに思っています。高齢者の生活

を、年金は下がって、消費税は上がって

いく中で、これ以上圧迫するようなこと

のないように、ぜひ考えていただきたい

し、サービスの減免制度というものも、

ぜひつくっていただきたいというふうに

思っています。

先ほどの国保は大分非常に厳しい話、赤

字の中での話だったとは思うんですけれ

ども、介護保険は基金も積み上がって赤

字ではありません。ですので、やはりそ

こは本当に市民の方に還元をしていくと

いう形で、しっかり保険料を下げて、サー

ビス向上させてということで、やってい

ただきたいと思っております。

　要介護にならないように、要支援の方

を支えるということが必要なわけで、そ

のためには、やはりしっかりと資格を持っ

たヘルパーのお仕事というのが必要だと

思います。

　要支援までにならない方に対して、や

はりそのいろんな、先ほど市来委員の質

問の中でも出ていました、健康の増進の

ためのいろんな活動、これはもうますま

すやっていただきたいことですけれども、

要支援ということは、やはりそれだけの

必要度があるということは、今認められ

てる方ですので、ここはご近所の方の支

え合いでというのは、本当になかなか難

しい、ボランティアでというのは、そし

たら今までのヘルパーの仕事は何だった
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のということになると思います。

　やはりそこは、一番目の前にそういう

市民の皆さんの状態を見ていただいてい

る市町村が、しっかりと声を上げていた

だいて、国が言うてくるので、もう仕方

がありませんではなくて、やはり実情を

訴えていただくということが非常に大事

なのではないかなというふうに思います。

要望としておきます。よろしくお願いし

ます。

○森西正委員長　ほかにございますか。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、予算書に従って、

ちょっと見ていただきたいんですが、ま

ず、補正予算の６ページの府補助金と、

本予算では１４ページ、府補助金、これ

はどういった性質のものか。これ、１８

ページの本予算では支出で府の事業に返っ

ていく形になっていると思うんですけど

も、ちょっとこの事業の中身を教えてい

ただければと思います。

　それと補正のほうで、６ページの地域

介護・空間整備交付金、これ予定の事業

は何だったのかなと、出なくなってやめ

たのか、行わなくて出なかったのか。本

予算の１２ページは、要するに地域介護・

空間整備交付金なくなっております。　

空間整備事業、これ総合計画の中で恐ら

く、かがやきプランの中でも進めるとい

う話だと思うんですけども、空間整備事

業の今後の計画などもお聞かせいただき

たいと思います。

　本予算のほうの２０ページの居宅介護

住宅改修費とか、２２ページの介護予防

地域密着型サービス給付費、この減額、

これはどういう中身かなというのもちょっ

とお聞かせいただければと思います。

　２０ページのその実際の介護サービス

給付の事業と対応なんですけれども、ケ

アマネジャーの対応とか、実際の給付事

業について支障がないかというのを聞き

たいと思うんですが、これまで、要支援

の方なんかは、地域包括支援センターな

んかで受けていて、ところが要介護にな

ると、事業所なんかに行ったりすると、

ケアマネジャーがまたかわったりとかな

んとかで、要支援から要介護になったの

にサービス量が減ったなんかいうたら、

やっぱり大変でワーッと言われるんでしょ

うけれども、思ったようなサービスが受

けられないとか、そういったことがない

かどうか。

　いろいろ結構、ケアマネジャーがかわ

るといろいろあるとかいうような話も聞

きますので、その辺どういうふうに掴ん

ではるのか。

　それから、２２ページでその地域密着

型サービスの話、大分さっきも聞いてま

したけれども、これは平成１１年度の、

それこそ前回の改正の非常にポイントな

んです。これなんかもどういったふうに

進めていくのか。

　その社会福祉協議会で、今度はこの前、

要するに体制を変えました。その事業所

の中身とか、それから地域包括支援セン

ターなんかで、人は減っているのかふえ

ているのか、またその結果、その中身を

お聞かせいただきたいと思います。

　それで、先ほどもちょっと出てました

サービスつき高齢者住宅、これは国土交

通省が推奨をして、一般の営利企業も自

由に入れてやっているわけです。これは

把握をしているのかどうか。

　というのは、ここが先ほど言われたよ

うに、居宅サービスで介護保険会計、た

くさん使うということになっていくのか

なと。これを実態としては、それこそ家

賃、食事の補助もつけて１４万円とか、

結構高額な、こういうのを高齢者の方に

お願いするというのもどうなのかなとい
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う気はするんですけれども、これで大阪

府が家賃補助を２万円つけて、やってい

ます。こういったものをどういうふうに

掴んでいるのか。

　先ほど、小規模の老人ホーム、ちょっ

とふえたというふうな話言うてくれはり

ましたけれども、結構以南では幾つかやっ

ていただいてましたけれども、以北では

これ逆の格差、募集してもなかなか来な

いというのがこれまであったと思うんで

すけれども、その辺の小規模老人ホーム

の状態なんかもお聞かせいただきたいと

思います。

　それで、この地域密着型サービスとい

うのが、今度の、今やろうとしている介

護の改悪です。要支援外しという意味で

は、これを充実させていかないかんとい

うことなんですけれども、この前回のこ

の入ったときに、総合事業というのは、

摂津市はもう受けないというか、受けら

れなかったです。やってられなかった。

けれども、今度その要支援の部分、予防

介護、介護予防の部分で言うと、総合事

業というのは、やっぱり展開していかな

いと、受けない、受ける、要するにベー

スというのがなくなるんではないかなと

思うんですけれども、総合事業これから

だから準備してやられるというお考えは

ないのか、お聞かせいただきたいと思い

ます。

○森西正委員長　石原課長。

○石原高齢介護課長　まず、補正予算の

国、府の事業についてでございます。

　まず、補正につきましては、当初国の

ほうで、国の補助金ということで、小規

模特養と複合型サービスの補助金をいた

だいて、それを整備した事業所のほうに

助成するという負担金を組んでおりまし

た。

　当初予算の時点では、府のほうが平成

２５年度にその補助金がなくなるという

話を聞いておりましたので、補助額的に

は府のほうがよかったんですけれども、

なくなるということで、国のほうの補助

金のほうで、当初予算を組ませていただ

きました。

　その後、府のほうから、平成２５年度

も継続するという話がありましたので、

わかった時点で本来でしたら、国から府

への予算組みをするところなんですけれ

ども、実際工事のほうが東日本大震災の

関係で、資材の高騰とかがありまして、

少し工事がおくれまして、今年度３月ぎ

りぎりになるかもしれないということで、

この時期に補正予算をあげさせていただ

いたという形になっております。

　平成２６年度の当初予算につきまして

は、こちらのほうは定期巡回のサービス

のほう、そちらの補助金として、計上を

させていただいております。

○森西正委員長　川口参事。

○川口高齢介護課参事　それではまず１

点目になりますが、ケアマネジャーが介

護認定の介護度によって変わるといった

ことについて、サービスで何か不都合が

発生はしていないかというお問いだった

かと思います。おっしゃるように地域包

括支援センターは要支援認定の方のケア

プランしか、法律上立てられないという

ことになっておりますので、要支援から

要介護になられた場合には、やはり事業

所が変わるということもありますし、要

支援認定であっても、将来的に介護とい

う可能性が高いという場合には、当初か

ら地域包括支援センターから委託をさせ

ていただいて、ケアマネジャーが変更に

ならなくてもいいように、当初から委託

ということで、なれたケアマネジャーで

継続して使っていただけるようにという

ような対応もしてはしております。
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　サービスの組み立てにつきましては、

要支援の場合は１か月当たり、ヘルパー

については幾ら、週１回程度だったら幾

らという決め方になっておりますので、

やはり要支援から要介護になられたり、

反対に介護から支援になられたときに、

計算の方法が違うので、少し戸惑われる

かとは思いますが、いずれにしましても、

ご本人のその心身の状況にとって必要な

サービスをケアマネジャーがプランを立

てるという基本的な考え方に変わりはあ

りませんので、そういった意味ではしっ

かりアセスメントをしていただいて、真

に必要なサービスをケアプランに立て、

それに基づいてサービス提供がなされる

と、そういったことを重要視しながら連

携をとれば、そう混乱を来されるような

ことにはならないのではないかと考えて

おります。

　また、そういった意味では、ケアマネ

ジャー同士の連携ということで、介護保

険事業者連絡会のケアマネジャー部会の

中で、質の向上や連絡、連携をしていた

だいています。

　あと、地域包括支援センターについて

です。社会福祉協議会に委託ということ

で、相談等の事業につきましても、平成

２４年度直営で相談を受け付けていたと

きに比べますと、件数がかなりふえてお

ります。平成２４年度末で２５０件程度

だった数が、恐らく平成２５年度は３０

０件を超える見込みになっております。

これから地域において、それぞれ関係機

関が会議を開いていくという、そういう

地域の皆さんとの連携を図るという点に

おいては、社会福祉協議会が本体ですの

で、委託をして、より市民の方に近い地

域包括として、今後ケア会議も中心的な

存在になって展開をしていく予定になっ

ております。

　それと、サービスつき高齢者住宅をど

のように把握しているかということです

が、現在、摂津市内に６か所、居室数で

いうと１９６というふうに聞いています。

　おっしゃられましたように、国交省が

推進をしておられるという構図で、平成

２６年からは、府のほうで、そういう建

物を建てるというを受付されたら、市の

福祉部門の窓口にも足を運ぶようにとい

うことで、府から指導をしていただくよ

うになりましたので、建つ前に把握をす

るというような状況にはあります。

　また、建った後、転入届ということで、

市民になられたり、住民票の移動という

ことで、この方が、このサービスつき高

齢者住宅に入られるなというのはこちら

で把握しております。

　介護認定の調査の際に、高齢介護課の

職員が調査員と同行して、調査の場面を

見たりとか、あるいは福祉用具のレンタ

ルなんかにつきましても、実際にケアプ

ランが適切に立てられた上でのレンタル

かといったことについて、チェック機能

といいますか、そういった形での訪問や

点検を実施させていただいております。

　以南にこのようなサービスつき高齢者

住宅といった施設も多いですし、小規模

特養も今回以南ということです。以北に

ついては、ご指摘のように、やはり数と

しては少ないのが現状で、小規模特養の

公募は以南１か所、以北１か所でさせて

いただいたんですけれども、やはり以北

については、お申し出がないのが現状で

ございます。

　考えられる理由としましては、なかな

か土地を広くとれるところがないのでは

ないかとか、単独の事業所としての採算

が難しいのが原因ではないかと思ってい

ます。

　総合事業について、摂津市は手を挙げ
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ておらず、ご指摘のとおり、今現在、総

合事業は実施はしていません。平成２７

年度の改正は、国が総合事業として各市

町村に推進しようとしていたけれども、

余り手が挙がらないので、法律で位置づ

けたのではないかと考えています。平成

２７年度からはそれぞれ地域支援事業と

いう形での取り組みになろうかと思いま

すが、総合事業と同じような内容での事

業展開が迫られていると思っています。

○森西正委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　今、高齢者居宅などを

めぐる情勢お聞かせいただきました。

　しっかりと、それこそ高齢者の居場所

づくりとか、介護の充実を図っていって

いただきたいと思うんですけれども、確

かにケアマネジャーとの連携なんかもぜ

ひよろしくお願いをしたいと思います。

　一般会計でも訴えましたけれども、こ

れからそれこそ総合事業のような展開、

考えていかないといけないと思うんです

が、予防事業に保険が使えないというこ

とになってきましても、介護予防の部分

では、摂津市では強化ができるという、

高齢者介護を充実されるという施策をつ

くって、それを今度のかがやきプランに

生かして、いいプランをつくっていただ

きたいと思っています。

　先ほどのサービスつき高齢者住宅とか

小規模特養が悪いということではないん

ですけども、やはり、きちんとした老人

ホーム、間整備でつくっていけるような

働きかけを、ぜひ続けていただきたいと

思います。

○森西正委員長　よろしいですか。

　ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　なければ、以上で質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午後２時２０分　休憩）

（午後２時２２分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　議案第２９号、所管分の審査を行いま

す。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　すみません、単純なこ

とで申しわけないですが、障害者のこの

支援法の法改正ということなので、この

第５条の第３項がなくなったということ

だと思うんですけれども、そのちょっと

法の改正点、きちんと教えていただけま

せんか。

○森西正委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　それでは、法改正

の改正点について、ご説明させていただ

きます。

　今回、総合支援法がケアホームという

サービスの体系が廃止になりまして、グ

ループホームに一元化されたということ

で、サービスの項目１項目なくなったと

いうことが大きな改正点になっておりま

す。

　それによって、それ以降のサービスが

繰り上がりましたので、それに伴う改正

ということになっております。

　グループホームとケアホームの違いは、

障害程度の区分の違いで、重いほうをケ

アホームと呼んでいたんですけれども、

なかなかその区分だけで分けるのではな

いので、今回グループホームに一元化さ

れております。

　それ以外に、重度訪問介護等のサービ

スの対象者が拡大されたり幾つかの改正

点はございますが、今回条例の改正に伴

うのは、先ほどお伝えさせていただいた

ケアホームの廃止に伴う、グループホー

ムの一元化ということになっております。
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○森西正委員長　ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　なければ、以上で質疑

を終わります。

　続きまして、議案第３２号の審査を行

います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　福住委員。

○福住礼子委員　この参考資料をちょっ

と読ませていただいた中で、何点か聞き

たいことがあります。

　参考資料の３７ページのところに、保

育所等訪問支援が今回入ってくるという

ようなことで、そうですね。そのちょっ

と保育支援の、どんなふうな感じになる

のかというのを、ちょっと教えていただ

きたいことと、あと第６条の定員、前は

３０人となっていたところを今回削除と

されているところの理由を教えていただ

きたいと思います。

　それから、参考資料４１ページのとこ

ろ、最後、使用料額の特例ということで、

前回は２年間、今回５年間の間というこ

とになるかと思いますので、ちょっとこ

この伸びたところの内容も、教えていた

だきたいと思います。お願いいたします。

○森西正委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　それでは、先ほど

の保育所等訪問支援以下３点に関して、

答えさせていただきます。

　保育所等訪問支援事業なんですけれど

も、障害のある方が保育所等に行った場

合、なかなか特に集団での生活となって

くると、支援する方に関しての体制とか

状況、特性なんかに関しては、専門的な

支援を受けにくいというような状況があ

りまして、新たに、平成２４年度から国

のほうでつくられたサービスでございま

す。

　児童発達支援センターになる場合、こ

の地域支援の保育所等訪問支援事業が必

須の事業になっておりまして、今回、児

童発達支援センター、障害児童センター

から変わっておりますので、事業として

つくらせていただいたと、直接支援とい

う形をする場合もございますが、その方

の状況、実際かかわられている保育士と

かにアドバイスする形で、よりよい支援

をしていくということが、一つの目標に

なってくるのではないのかなと。

　回数なんかも以前から、つくし園の卒

園生とかに関しては、実際、障害児童セ

ンターの職員が行っていたんですけれど

も、それは制度として行ってたわけでは

なくて、連携の一環として行っていたと

いう状況ですので、新たにこういう制度

ができたという形で、しっかりとやって

いただきたいというふうに思っておりま

す。

　２点目の、定員の３０名というのは、

以前の知的障害児通園施設、つくし園の

場合、定員という形での入所ということ

でございましたけれども、今回、児童発

達支援センターの中の児童発達支援事業

と、同じく事業所としての定員は３０名、

変わりはないんですけれども、ほかのサー

ビス、例えば放課後デイサービスとかと

の人数の状況とかを柔軟に対応できるよ

うにするために、今回あえて定員という

形はとらずに、省かせていただいたとい

う、実際、今後その利用者の状況とかに

よっては、定員をふやす幅、面積要件は

ございますので、無制限にふやしたりと

か、配置の基準とかの状況等もございま

すので、その利用者の状況とか内容によっ

ては変えていける形をとっていけたらと

いうことで、あえて今回定員という形は

なくさせていただいている状況でござい

ます。
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　次に、３点目の使用料に関しましては、

今回指定管理が５年間で、以前は３年間

ということでございましたので、指定管

理の５年間の期間という形で、使用料の

期間を５年間にさせていただいていると

いうような状況でございます。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　今、先ほどの保育所へ、

これからそういう指導にも、支援してい

くということなのですが、現実今保育所

には、どの保育所にも、そういった支援

をしてあげなきゃいけない子どもという

のはいらっしゃるのか、また、そういう

人たちというのは今ふえつつあるのでしょ

うか、ちょっと教えてください。

○森西正委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　実際、今回この保

育所等訪問支援事業に当たりまして、先

ほどもお話しさせていただいたように、

保育所の関係でしたら、障害児保育とい

うことで、加配をつけるために、実際所

管の担当をされていて、その方との連携

でつくし園の職員とかが行っていたりす

るということで聞いておりまして、実際

そのサービスの違いとかも、今後やっぱ

り保育所等訪問を考えていかないといけ

ませんので、ちょっとお話しさせていた

だいていたら、やはり対象者の方はそれ

なりにはおられるというふうには聞いて

おります。

　実際その支援に当たりまして、やはり

利用者というか保護者の申請が要るサー

ビスでございますので、そのサービスを

どういうふうに申請いただくのかという

ことが少し課題にはなってくるのかなと

いうお話は実際させていただいているん

です。

　今のその保育所のそういう先生方のほ

うの回数とか状況は、主に園単位でされ

ているということなんですけれども、今

後この保育所等訪問支援の場合は、個人

というか、その子どもへの支援を中心に

枠組みをつくっていく必要がございます

ので、少し今の形とは違う形で、個別に

なってくるのではないかなと思っており、

そういう特徴があって、具体的な人数は

これからということになってくるとは思

いますけれども、対象者の方一定数はお

られると思っております。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　そうしましたら、そう

いった専門指導できる先生というか、保

育士というのもやはり増加しなきゃいけ

ない体制というのは整えられるものなの

でしょうか。

○森西正委員長　吉田課長。

○吉田障害福祉課長　今回、児童発達支

援センターの保育所等訪問支援事業は専

門の資格を持った、要件を持った方でな

いと難しい部分もございますので、一応

今の児童発達支援センター、障害児童セ

ンターのベテラン職員を指定していただ

いて、サービスとしてちゃんと派遣でき

るような形を、４月以降とらせていただ

いております。

　申請に当たって、使用料に関しまして

は、ほかの未就学児の方の利用料が無料

と同様に、保育所等訪問支援事業も無料

の形をとらせていただいているんですけ

れども、その派遣に関しての申請の状況

を、どういう形で上げていただくのか、

どういう形でつくっていくのかというの

は、相談支援の事業所や関係機関と連携

しながらやっていきたいというふうに思っ

ております。

○森西正委員長　福住委員。

○福住礼子委員　わかりました。ちょっ

と発達児童という人たちが最近ちょっと

多いというふうなことを聞いておりまし

たし、私たちのころには、そういうのは
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余り考えてなかったというか、最近は何

かそういう子がちょっと多くなっている

というのを聞いたので、こういう支援が

できるということはすごくいいことだけ

れども、対応がちょっと気になったので、

はい、わかりました。ありがとうござい

ました。

○森西正委員長　ほかにございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　ないようでしたら、以

上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後２時３４分　休憩）

（午後２時３７分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　討論なしと認め、採決

します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第６号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第８号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第１０号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第１２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第１４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第１５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第２９号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３５号所管分について、可決す

－
49
－



ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　賛成多数、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　議案第３９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森西正委員長　全員賛成、よって本件

は可決すべきものと決定しました。

　暫時休憩します。

（午後２時４０分　休憩）

（午後２時４２分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　本委員会の所管事項に関する事務調査

について、協議をします。

　平成２６年度委員会行政視察を実施す

ることに、まず異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　異議なしと認め、その

ように決定します。

　次に、視察事項、視察先、視察日程等

について、ご協議をいただきます。

　どなたか、事項について、視察先につ

いて、視察日程等について、ご意見、要

望等がございますか。

　福住委員。

○福住礼子委員　地域包括ケアシステム

の取り組みをやっているところの見学と

いう、視察というのはどうかなというこ

とで提案をしてみたいと思います。

　一つは、医療と看護、介護の連携に取

り組んでいる岩手県一関市なんですけれ

ども、旧藤沢町と言われていたところで

す。

　高齢化社会になって病気は治るもので

はなく、つき合うものという認識のもと

で取り組んでおられる介護のシステムの

確立をされたというのがありまして、病

院を中心に地域住民とのコミュニケーショ

ンを大切にしながら、老健施設、訪問看

護ステーション、居宅介護支援事業、デ

イサービスというようなことの構築をさ

れているというのがあったのと、あと、

茨城県阿見町これは日常生活の支え合い

ということで、ここの自治会は行政区の

一つなんですけれども、人口が平成１１

年のときに１，１２０名をピークに、現

在３５０世帯９２０名という、少子高齢

化の住宅団地があるそうです。ここでの

ふれあい事業とか、そういった取り組み

をされているというのがありました。

　あと、広島県でこれは地域包括支援セ

ンターと市民病院の連携事例ということ

なんですけれども、安佐北区、広島市安

佐北区というところです。これも昔ベッ

ドタウンとして開発されたところでの取

り組み、二次医療機関を担当する市民病

院とか地域包括ケアが強い意識を持って

取り組んでいるというのがあったので、

ちょっとご紹介ですけれども持ってきま

した。

○森西正委員長　ありがとうございます。

　ほかに、どなたか、こういうふうなと

ころとかございませんか。

　暫時休憩します。

（午後２時４６分　休憩）

（午後２時５１分　再開）

○森西正委員長　再開します。

　時間の関係上、今回の会期中に視察先

等の決定は困難かと思われますので、本

会議最終日において、常任委員会の所管

事項に関する事務調査について、閉会中

に調査することが諮られます。

　本委員会の所管事項については、老人

福祉行政について、障害者福祉行政につ
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いて、保健医療行政について、環境衛生

行政について、商工行政について、農業

行政についてを平成２６年度末まで、閉

会中に調査することにいたしたく思いま

すが、異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○森西正委員長　異議なしと認め、その

ように決定いたします。

　それでは、次回開催時は、視察項目、

候補地、複数の希望日等を提案いただき

ますように、検討をお願いします。

　これで、本委員会を閉会します。

（午後２時５２分　閉会）

　

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

民生常任委員長
 森　西　　　正

民生常任委員 
 福　住　礼　子
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